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序     文 
 

日本国政府は、ベナン共和国政府の要請に基づき、「内水面養殖普及プロジェクト」を 2010年 5

月から 2013年 5月の計画で実施しています。 

今般、プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、技術協力期間中の実績と実施プロセスを確

認し、その情報に基づいて、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト及び自立発展性）

の観点から日本国側・ベナン共和国側双方で総合的な評価を行うとともに今後の協力の枠組みに

ついても協議を行うことを目的として、2012年 11月に、終了時評価調査団を現地に派遣しました。 

本調査団はベナン共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価報告書に

取りまとめ、合同調整委員会（CCC）に提出するとともにベナン共和国側政府関係者とプロジェ

クトの今後の方向性について協議し、ミニッツとして署名を取り交わしました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用され、日本国・ベナン共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを願うもので

す。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係各位に対し、心からの感謝の意を表し

ます。 

 

平成 25年 1月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部部長 熊代 輝義 
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終了時評価調査結果要約表 
 

１．案件概要 

国名：ベナン共和国 案件名：内水面養殖普及プロジェクト 

分野：水産 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部乾燥畑作地帯課 協力金額：約 3.9億円 

協力期間： 

2010年 5月～2013年 5月 
先方関係機関：農業・畜産・水産省水産局（MAEP/DP）

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力：開発調査「内水面養殖振興による村落

開発計画調査」（07年 4月～08年 3月） 

１－１ 協力の背景と概要 

ベナン共和国（以下、「ベナン」と記す）の年間総漁獲量は約 40,000トンであるが、国内の漁

獲量だけでは需要を満たすことができないため、年間約 45,000 トンの水産物が輸入されている

（2011 年には 80,000 トン）。一方、ベナンの人口は年 3.25％の高い割合で増加しており、2014

年には 1,000万人を超えると予想されている。この人口増加に伴って今後増大する水産物需要に

対応するには、総漁獲量の増大が必要であるが、海面、内水面ともに漁獲量が減少または横ば

い傾向にある。このことから内水面養殖による生産量拡大が急務とされている。しかし 2008年

に実施された全国養殖センサスによると、ベナンの養殖家数は 931 戸、養殖総生産量は 159 ト

ンであり、いまだベナンにおいては内水面養殖が極めて限定的にしか実施されていない状況に

ある。 

このような現状を踏まえ、ベナン国政府は、わが国に対し内水面養殖振興を目的とした開発

調査「内水面養殖振興による村落開発計画調査」（PACODER）を要請した。同調査は 2007年 4

月から 2008 年 3 月にかけて実施され、内水面養殖の振興に係るマスタープラン及び 15 のアク

ションプランが策定された。本プロジェクトは、ベナン国政府の要請を受け、同アクションプ

ランのうち、「農民間研修による養殖普及計画」をベースに、「タンク養殖によるナマズ養殖振

興計画」、「池中養殖技術改善計画」、「餌料の改善普及計画」、「ナマズ種苗生産農家育成計画」、

「養殖普及教材開発計画」の活動の一部を組み合わせて実施するものである。 

本プロジェクトは 2013年 5月に終了予定であるところ、ベナン国農業・畜産・水産省（MAEP）

と合同で、プロジェクト目標達成度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の

課題及び今後の方向性について確認し、合同評価報告書に取りまとめ、合意することを目的に、

本評価調査団が派遣された。 

 

１－２ 協力の内容 

（１）上位目標 

プロジェクト対象南部 7県において内水面養殖が普及する。 

 

（２）協力終了時の達成目標（プロジェクト目標） 

プロジェクト対象市において養殖家戸数が増加する。 

 

（３）プロジェクトの成果（アウトプット） 

１）成果１：内水面養殖技術、農民間研修に関するマニュアルがまとめられる。 

２）成果２：内水面養殖研修を実施できる中核養殖家及び地域・市農業促進センター
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（CeRPA/CeCPA）の水産普及員が養成される。 
３）成果３：農民間研修によって一般養殖家が内水面養殖に関する基礎的知識を習得する。

４）成果４：プロジェクトから水産局に対し中核養殖家・一般養殖家の自立的かつ持続的

な養殖事業運営を促進する活動が提案される。 

 

（４）投入（評価調査時点） 

日本側 

専門家の派遣：10分野において延べ 31名派遣（第三国専門家 1名を含む） 

研修：本邦研修 2コース、第三国研修 4コース（エジプト、カンボジア・タイ）実施

投入機材：オフィス・フィールド機材など 194万円相当分 

現地活動費：総額 8,299.7万円相当の現地活動費（在外事業強化費）支出 

ベナン側 

カウンターパート（C/P）人員の配置：8名（うち 3名プロジェクト専属） 

施設・機材：プロジェクト事務所、倉庫、フィールド機材提供 

活動費の支出：9,500万 FCFA（1,520万円相当）支出済み 

 

２．評価調査団の概要 

調査者 団長／総括：杉山 俊士 JICA国際協力専門員（農村開発部課題アドバイザー）

養殖開発：越塩 俊介 鹿児島大学水産学部 教授（国内支援委員） 

評価分析：鈴木 篤志 A&Mコンサルタント有限会社 シニアコンサルタント

計画管理１：春原 拓海 JICA農村開発部 乾燥畑作地帯課 職員 

計画管理２：神藤 恵史 JICAベナン支所 企画調査員 

調査期間 2012年 10月 29日～11月 17日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）投入の実績（上記のとおり） 

（２）成果の達成状況 

成果１：内水面養殖技術、農民間研修に関するマニュアルがまとめられる。 

6 種の研修用技術マニュアルの作成・改定、37 に及ぶ技術項目の実証試験が農家の施

設（池や水槽）で実施され、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）で設定さ

れていた 2 つの指標は、満足のいくレベルで達成される見込みである。また、ベースラ

イン調査やインパクト調査、オープンセミナーやニュースレターの発行など、指標に必

ずしも反映されない活動も成果１のための活動として計画されていた。これらの活動が

地道に実施されたことが、本成果の実現に貢献していることが推察された。以上の事実

に基づき、成果１は協力期間内に十分達成されると判断された。 

一方、養殖農家は、新しい技術をいったんは採用しても、時間の経過とともに技術を

使わなくなることも多く、実証された技術の定着を確実なものとするためには更に時間

を要することが指摘されている。例えば、全雄種苗の生産・利用技術は、今回の調査で

もプロジェクトの成果として多くの普及員や中核農家が言及していたが、プロジェクト

の支援で養殖を開始した一般養殖農家のうち、2回目の生産サイクルで全雄種苗を使って

いるものの割合は、今のところ 20％程度と高くはない。つまり、この技術は、まだ完全

に定着するには至っていないと考えられる。したがって、指標上、成果１は達成される

と見込まれるものの、達成された成果を一般養殖農家の間に定着させていくためには、

何らかのフォローアップが必要であることが推察された。 
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成果２：内水面養殖研修を実施できる中核養殖家及び CeRPA/CeCPAの水産普及員が養成

される。 

対象地域において 50名以上の水産普及員、15軒を上回る中核農家がプロジェクトの研

修を受講し、研修後の理解度テストで一定のレベルをクリアしたことから、当初設定さ

れた数値目標は達成された。よって、成果２は理論的には既に達成されていると見なす

ことができる。研修を受講した普及員と中核農家は、研修後、プロジェクトからの支援

を受けながら、自らの養殖経営・種苗生産を改善するとともに、一般養殖農家（候補者

を含む）への研修を実施し、修得した技術を確かなものとするべく活動を続けている。

しかしながら、普及員、中核農家の生産や研修実施に係る能力レベルは同一ではなく、

研修への参加時期や養殖を行う環境、個人的な資質、過去の経験などさまざまな要因に

より影響されることも同時に推察された。今後、こうした能力の差を縮めるべく働きか

けを続ける必要があるものと考えられた。また、これまでの活動で中核農家を選定し、

継続的に技術移転を実施できた地域は 20カ所（コミューン）に限られている。一般農家

には、非対象地域で養殖を始める者もおり、今後、こうした地域での普及員の能力アッ

プも欠かせないことから、何らかの支援が必要であることが確認された。 

 

成果３：農民間研修によって一般養殖家が内水面養殖に関する基礎的知識を習得する。

対象地域の中核農家は、水産普及員とともに、これまでに合計 43回の農民間研修（以

下、「FTF 研修」と記す）を実施し、総計 1,397 名の一般養殖農家（候補者を含む）がこ

れらの研修に参加した（9月末までの実績）。このほか、成果３に向け、PDMの指標には

直接反映されない数多くの活動が実施されたてきた。例えば、プロジェクトは、FTF 研

修に参加した一般農家に対して、一定の基準を設けて種苗や餌料、ハッパネット（蚊帳

地で作った魚の一時的な収容ネット）など投入財の支援を行ってきた。また、養殖を実

際に始めた一般農家に対して適切な技術支援ができるよう、普及員及び中核農家に対し

継続的な技術指導が行われている。こうした支援は、研修に参加した農民の自助努力を

補完する意味では不可欠であったと考えられた。今年 9月時点で、研修に参加した 1,397

軒の農家のうち 855軒（ティラピア 442、ナマズ 413）がプロジェクトから直接投入支援

を受けたと報告されている。開催された FTF 研修回数は、指標として設定された目標の

50 回にわずかに達していないものの、このような研修後の支援活動が、一般養殖農家の

知識・技術の向上に寄与していることは明確である。よって、これらの活動の結果、成

果３もプロジェクト終了までに達成されると判断された。 

一方、FTF 研修は養殖を開始することに関心のある農民を対象に実施されているが、

参加後、実際に開始しない、あるいは開始できない農家も相当数あった（研修参加者の 4

割程度）ことも事実であった。プロジェクトは、こうした農家の数を最小限とすべく努

力を既に行っているが、一般農家を支援する体制は今後も継続的に強化される必要があ

るものと考えられた。 

 

成果４：プロジェクトから水産局に対し中核養殖家・一般養殖家の自立的かつ持続的な

養殖事業運営を促進する活動が提案される。 

成果４については、持続的な養殖事業を支援するために、以下を含むいくつかの活動

が実施されてきた。 

①女性ナマズ箱養殖経営者へのマイクロクレジットの導入 

②女性箱養殖家アソシエーションの設立への支援 

③プロジェクトによる配合飼料の試験輸入と中核養殖家組合による販売 

④中核農家と一般農家のミーティングの促進 
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⑤中核養殖家相互訪問研修の実施 

⑥優良養殖農家の表彰 

    

このように、持続的な養殖事業経営を促進する目的で 3 つ以上の活動が試行されてお

り、設定された指標数値を超えていることから、成果４も達成されつつあるとみられる。

試行された活動のうち、特に女性養殖家へのマイクロクレジットの導入は、関係者の間

での関心も高いことが確認された。既にふれたとおり、貧困レベルの高い一般農家が、

養殖事業を新たに開始あるいは拡張するうえで必要な、施設の整備や種苗・餌料などの

投入材を入手するための資金を準備するのが難しいことが大きな課題となっている。マ

イクロクレジット制度の導入は、持続的に養殖を進めるうえで有効であると考えられ、

今後の展開が期待される。 

 

（３）プロジェクト目標の達成度（見込み） 

プロジェクト目標：プロジェクト対象市において養殖家戸数が増加する。 

プロジェクトでは、今年の 10月に対象地域における養殖農家の推移を確認するために、

FTF 研修に参加した一般養殖家とその後の経営の実態について聞き取り調査を行った。

この調査の結果によると、指標１の「養殖を新たに開始したか、再開した経営体（農家）

の数」、また指標２の「改善された技術を適用する既存養殖家数」は、プロジェクト活動

の結果、それぞれ合計 528戸、330戸となり、目標値である 300戸を超えていることが確

認された。また、養殖事業の継続率をみるために中間レビュー調査で追加された 3 番目

の指標について、2回目の生産サイクルに入っている農家の割合が、ティラピア養殖で約

70％、ナマズ養池養殖で約 80％、同箱養殖でほぼ 100％となっていることが示された。

よって、いずれも目標値である 60％を超えていることから、指標３も数値的には既に達

成されていることが確認された。このように、対象地域においては養殖農家の数が目標

値を上回る割合で増加したことが確認され、PDM指標からみたプロジェクト目標は、既

に達成されていると見なされた。 

しかしながら、プロジェクトの支援で養殖事業を開始ないし再開した農家が長期的に

経営を続けるかどうかは、現時点で検証するには時期尚早であるので、今後の推移を見

守る必要がある。大半の農家は事業を継続するように見受けられるものの、既に経営を

中断している農家が存在するのも事実であるので、事業の継続性を高めるために、中断

理由など更に詳細な分析を進める必要性は高いと考えられた。また、2回目の生産を始め

ている一般農家で全雄種苗を使っている農家の割合は現段階ではそれほど高くないこと

が分かっており、この理由についても今後の継続的な分析が必要である。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性： 引き続き、「大変高い」と判断された。 

・ローカルニーズ、ベナン国政府の政策； ベナンでは、日常食料品として魚への嗜好性

が高く、消費量が増加しているにもかかわらず、養殖技術が未発達なため、国内生産が

消費に追いつかず、輸入量が年々増加している。このため養殖生産の増加へのニーズは

非常に高い。ベナン国政府も、養殖開発の重要性を認識しており、国家経済開発政策で

ある『貧困削減のための成長戦略（PRSP 2011-2015）』（第 3次貧困削減戦略文書）では、

内水面養殖を「経済の多様化」を実現するための一方策と位置づけている。また、農業

セクターの開発戦略を規定した『農業セクター再活性化戦略計画（PSRSA）』でも、国内

生産の増加により冷凍魚の輸入量を抑えることを優先課題として取り上げている。 
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・わが国の援助政策； わが国のベナンに対する援助は、国民の生活改善に対して直接的

な効果が高い分野への支援を実施することにより持続的成長及び貧困削減を促進するこ

と、を基本方針とし、保健・医療第 1次産業の振興（水産・農業）、人的資源開発の 3分

野への協力事業を重点的に進めることとしている。水産分野への援助は、2000 年初頭か

ら継続的に実施されてきたものであり、本件プロジェクトはわが国の援助政策との整合

性は非常に高い。 

・わが国による技術協力の優位性； わが国は、種苗・餌料生産、魚苗管理をはじめとす

る先進的な水産・養殖技術をもっている。また、このような進んだ技術を背景に、水産

分野での国際協力を積極的に進めてきたことから、水産技術協力プロジェクトに係る経

験も豊富である。したがって、わが国の養殖分野における技術協力は、明らかに高い比

較優位性をもっている。 

・アプローチの妥当性； FTF 研修を取り入れたことが、本件プロジェクトが短期間で成

果を達成する大きな要因であったことから、取られたアプローチの妥当性は非常に高か

ったと結論づけられる。 

 

（２）有効性： 「ある程度高い」と判断された。 

・大半の活動は当初の計画どおり実施され、4つの成果はすべての指標を満たし既に実現さ

れている、あるいは終了時までに実現される見通しであり、プロジェクト目標も指標数

値上は達成される見込みである。しかしながら、プロジェクトの成果が対象地域の養殖

セクターに対し長期的な開発効果をもたらすためには、更なる時間と取り組みが必要で

あると考えられた。 

・設定されたそれぞれの成果はプロジェクト目標実現のためにすべて必要であり、プロジ

ェクトデザインの論理性に問題はなかったと判断された。 

・プロジェク開始前、成果からプロジェクト目標に至る外部条件は特定されていなかった

が、FTF 研修参加後、養殖を開始できないか、開始しても中断する農家が増加したこと

や、伝統的な土地制度の制約があり、養殖に適した土地へのアクセスが困難なことなど

が、事前に予測されなかった要因として働いたことが示唆された。 

 

（３）効率性： 以下の分析により、本件プロジェクトの効率性は「高い」と判断された。 

・日本人・第三国（エジプト）専門家の派遣、必要機材の供与、本邦・第三国（エジプト、

カンボジア・タイ）での技術研修、現地活動費が、プロジェクト運営に対する日本側か

らの投入であった。投入の規模、タイミング、内容などからみた適性度に関してはいく

つかの課題が指摘されたものの、日本側からの投入は全般的に適切だったと評価されて

いる。一方、ベナン側からの投入は、C/Pスタッフの配置、専門家執務室を含む施設・機

材の提供、プロジェクト関連活動経費などであった。投入の適性度については十分でな

かったとする意見も聞かれた。このように、ベナン側からの投入は必ずしも満足のいく

レベルではなかったにもかかわらず、計画した成果と目標は達成される見込みであるこ

とは、効率が高かった証拠とも理解される。本件プロジェクトで実施された FTF 研修ア

プローチは、効率性を高めるうえでも役立ったことが推察された。 

・当初計画の中で、活動が成果に結びつくための外部条件として、①養殖池周辺に農薬が

使用されないこと、②養殖を妨げる災害が起きないこと、③深刻な魚病が発生しないこ

と、の 3 点が特定されていた。プロジェクトの記録によれば、それにかかわるいくつか

の事件が発生した（魚の大量死や洪水の影響）ものの、いずれもプロジェクト・チーム

による適切な指導により、成果達成に影響することはなかった。 
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（４）インパクト： 下記のとおりプラスのインパクトが予測された。マイナスのインパクト

の可能性は、特に確認されなかった。 

・上位目標実現に対する貢献度； プロジェクト開始直後に実施されたベースライン調

査では、対象地域における養殖農家の戸数は、2004年に 403戸だったのが、2010年に

は 1,188戸まで増えたことが報告されている。本件プロジェクトの支援で養殖を開始な

いし再開した農家数は 487 戸であったので、2010 年時点で養殖を行っていたすべての

農家がその後も養殖を継続していると仮定すれば、2012 年時点で 1,675 戸となる。鮮

魚への高い需要が変わらず存在し、養殖農家が現状ペースで増加すれば、2020 年まで

に 3,000戸以上になるとする上位目標が達成される可能性は高い。しかし、ベナン国政

府の水産開発に対する政策が大きく変化しない、養殖の収益性が極端に悪化しない、

など上位目標達成のための外部（前提）条件が想定される。 

・生計向上へのインパクト； 今年 3 月に実施されたインパクト調査では、サンプル農

家の大多数がプロジェクトの活動に参加したことで、家族の経済状態が多少良くなっ

たと回答した。また、プロジェクトが貧困住民の脆弱性、フードセキュリティ、耐久

消費財の所有などに、プラスのインパクトをもたらしている可能性があることが報告

されており、本件プロジェクトが受益者の生計向上に結び付いている兆しがあること

が確認されている。 

・波及効果； 本件プロジェクトの活動を視察するために、隣国のトーゴやブルキナフ

ァソから調査チームがベナンを訪れており、プロジェクトのインパクトが国境を越え

て周辺地域へ波及する兆しがあることも確認された。 

 

（５）自立発展性： 以下の理由により、自立発展性の見通しは「中程度」と判断された。 

・政策・制度・組織面； ベナン国政府は養殖開発の重要性を認識しており、現行の政

策が継続される限り、政策的な持続性は高いことが見込まれる。組織的には、水産行

政に責任をもつ水産局（DP）と普及活動全般を担当する CeRPA/CeCPA が協力する体

制でプロジェクト活動は実施されてきた。これら 2 つの組織の関係は、本件プロジェ

クトを通して強化されてきた。今後、MAEP 内の大きな機構変更がない限り、組織的

な持続性も高いことが見込まれる。一方、農家レベルでは、CoBePAのような協同組合

やマイクロクレジットを行っている女性アソシエーションなど農民の組織化が進め

ば、組織面での持続性が今後高まるものと予測される。そうした組織化が進むかどうか

は、組織が農民に参加するメリットを提供できるかどうかにかかっていると考えられる。

・財政面； C/Pや普及員からの情報によれば、通常の政府予算は逼迫していて、日常的

な活動費の拠出は十分ではないとのことである。よって、政府レベルの財政面での自

立発展性は、不透明である。近々、世銀が水産を含む農業セクター支援のための大型

プロジェクトを開始するといわれており、こうした他ドナーからの援助資金を有効に

活用することで、財政的な自立発展性が高まる可能性はあると推察された。一方、農

民レベルの持続性は、養殖事業の収益性に左右されるものと考えられる。養殖を始め

た農民は、養殖から十分な利益を上げることができれば、外部の支援のあるなしにか

かわらず持続的に経営を続けるであろうし、利益が上がらなければ中断する可能性は

高い。マイクロクレジットの導入は、農民レベルの財政面での持続性を高める可能性

をもっていることから、プロジェクトとしても継続したサポートを行うことが重要で

あろう。 

・技術面； プロジェクトを通して、専門家チームと密接に活動を行った DPの C/Pは十

分な技術を獲得したとみられる。したがって、十分な活動費が手当てされる限り、養

殖農家への研修や技術指導などを継続することは可能で、技術面での自立発展性は高
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いといえる。しかし、普及員、中核農家レベルの能力は、場所によって一律ではない

ことが観察されており、技術的な自立発展性が高いとみられる地域もあれば、まだ多

くの支援を要する地域もある。これらの状況を勘案し、技術面での自立発展性は総合

的に「中程度」と判断された。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因／問題点及び問題点を惹起した要因 

本件プロジェクトが成果を達成するうえで貢献した要因として、特に以下を挙げることがで

きた。 

①C/Pスタッフ及び中核農家の養殖事業への高いモチベーションとコミットメント 

②C/Pと日本人専門家チームの間に構築された良好な関係 

③ベナンの水産分野への技術協力にかかわる日本人専門家チームの豊富な経験 

④FTF研修アプローチの採用 

⑤新鮮な魚に対する国内における高い市場ニーズの存在 

    

一方、問題点を惹起した要因としては、FTF 研修参加後も養殖を開始できないか、開始でき

たとしても中断する農家が増加したことや、伝統的な土地制度の制約があり養殖に適した土地

へのアクセスが困難なこと、洪水をはじめとする大規模な自然災害の影響などがあった。 

 

３－４ 結論と提言 

以上の実績分析と評価結果に基づき、本件プロジェクトはベナンと日本の合意された計画に

沿って成功裏に実施され、予定した目標は達成される見込みであるものの、プロジェクト成果

の持続性を高めるためには、協力期間を延長し継続したフォローアップを行うことが必要であ

るとの結論に達した。 

調査団からの提言は、①プロジェクト終了までに取り組むべきもの、②延長フェーズ期間中

に取り組むべきもの、③プロジェクト終了後に取り組むべきものに関し、計 13項目を提示した。

提言内容は以下のとおり。 

    

① プロジェクト終了までに取り組むべきもの 

a） 中核養殖家の資格更新制度の導入 

b） 一般養殖家における生産中断の要因分析、改善策の検討 

c） 養殖の採算性に係る詳細分析 

d） 全雄化ホルモンの管理使用ガイドラインの作成 

② 延長フェーズ期間中に取り組むべきもの 

e） 養殖家による基本技術の習得（魚入れ替え時の駆魚、飼育密度や給餌量の適正化） 

f） マイクロファイナンス等の活用拡大 

g） 中核養殖家・普及員の指導・監督能力向上 

h） 農民組合組織の機能強化 

i） 公共投資プログラム（PIP）予算（先方政府 C/P 予算）の有効活用（FTF 研修実施時に

必要な機材等に充当） 

j） プロジェクト成果の積極的な情報発信（周辺国も含む） 

k） 他ドナー（世界銀行）との効果的な連携 

③ プロジェクト終了後に取り組むべきもの 

l） DPによる予算・人材の継続配分・配置 

m）普及員間の情報共有・技術交換機会の確保 

n） 政策的支援措置（養殖用輸入資材への免税）  
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Summary Sheet for Terminal Evaluation 
 

1. Outline of Project 

Country: Republic of Benin Project Title: the Project for Extension of Inland 

Aquaculture in Benin (PROVAC) 

Issue/Sector: Fishery sector Cooperation scheme: Technical cooperation 

Division in charge: Rural Development 

Department 

Total Cost: 390 million Japanese Yen 

Period of 

Cooperati

on 

May 2010 to May 2013 Implementing Agency in Partner Country: 

Department of Fisheries, Ministry of Agriculture, 

Livestock and Fisheries 

Supporting Organization in Japan: Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries 

Related Cooperation: The Study on the promotion of inland aquaculture for rural development in the 

Republic of Benin 

1-1 Background of the Project 

Fish has been an important source of animal proteins for the majority of Beninese people; 

particularly for the resource-poor to whom other sources of animal proteins are rare or even expensive. 

Annual fish production was reported to have reached 40,000 tons; however, an additional 45,000 tons of 

fish products were imported annually to meet the increasing domestic demand on fish. According to the 

national aquaculture sector census in 2008, while the population was growing at the rate of over 3% per 

annum, the number of aquaculture farmers remained less than 1,000 farmers producing only 160 tons of 

total annual production. Thus the Government of Benin gave priority to the development of an inland 

aquaculture. The Strategic Plan of Revival of the Agricultural Sector in Benin (PSRSA, 2011) has stated 

that in the present conditions of weak productivity of the water bodies, the fish farm offers the 

possibility to increase of 50% the production of fish and therefore constitutes an activity to promote in 

all areas having fish potentials. It also constitutes a source of income diversification for rural producers.

Considering this situation, the Republic of Benin solicited the support of the Government of 

Japan for setting up of the Project for Extension of Inland Aquaculture (PROVAC) in Republic of Benin 

whose objective was to increase the number of fish farmers in seven departments of the South-Benin. It 

was about, among others, to contribute to the increase of the fish production level in the zone of 

intervention and to assure a bigger availability of fish on the markets. The Project commenced in May 

2010 and is scheduled to end in May 2013.  

 

1-2 Project Overview 

 

(1) Overall Goal 

Inland aquaculture is extended in the seven southern target provinces. 

(2) Project Purpose 

Number of aquaculture farmers is increased in selected communes in the target provinces. 

(3) Expected Outputs 

1) Manuals concerning inland aquaculture technologies and FTF training are prepared; 

2) Core farmers and aquaculture extension officers of CeRPA/CeCPA become capable of 

conducting inland aquaculture training; 
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3) Ordinary farmers acquire basic aquaculture knowledge through farmer-to-farmer (FTF) training; 

and 

4) The Project proposes to the Department of Fisheries necessary activities to encourage ordinary 

farmers as well as core farmers to engage in independent and sustainable aquaculture 

management. 

(4) Inputs 

Input From Japan: 

1) Assignment of Japanese Experts 

A total of 15 Japanese Experts and 1 third country Expert from Egypt in charge of 10 development 

areas have been dispatched to support the Project.  

 

2) Overseas Trainings for Counterpart Officers and Core Farmers 

Overseas trainings for the C/P officers as well as core farmers were undertaken; 2 trainings in Japan, 

3 in Egypt and 1 in Cambodia and Thailand.  

 

3) Provision of Equipment 

Office and field equipment equivalent to JPY 1,940 thousand was procured and utilized for the 

Project activities.  

 

4) Financial Support for Local Expense 

Total amount of JPY 82,997 thousand has been spent for the local expense required to support the 

Project activities including trainings for extension officers and core farmers, FTF trainings and 

inputs support for ordinary farmers.  

 

Input From Benin: 

  1) Assignment of Counterpart Officers 

8 officers of Department of Fisheries have been assigned as the Project C/Ps. Among them, 3 

officers including the Project Manager (Coordinator) are assigned on the fulltime basis.  

 

2)Local Expense from Beninese Government 

Total amount of budget FCFA 95 million has been disbursed to support the Project activities and 

necessary equipment and materials were prepared(Project office, storehouse...etc )l 

 

2. Evaluation Team 

Members 

of the 

Team 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Period of 

Evaluation 

29 October to 17 November 2012 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

Assignment Name Affiliation/Position 

1 Leader Mr. Shunji SUGIYAMA Senior Advisor, Rural Development Department, 
JICA Headquarters (HQ) 

2 Aquaculture 
Development 

Dr. Shunsuke KOSHIO Professor, Kagoshima University 

3 Evaluation 
Analysis 

Mr. Atsushi SUZUKI Senior Consultant, A&M Consultant Co., Ltd. 

4 Evaluation 
Planning 1 

Mr. Takumi SUNOHARA Staff, Arid and Semi-Arid Farming Area 
Division Field Crop Based Farming Group, 
Rural Development Department, JICA HQ 

5 
Evaluation 
Planning 2 

Dr. Keiji JINDO JICA Benin Office, 
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3. Results of Evaluation 

3-1 Achievements of the Project 

 

(1) Achievements in Outputs 

 

 Output 1: Manuals concerning inland aquaculture technologies and FTF training are prepared. 

Overall Achievement and Prospects for Output 1: the 2 Indicators defined at the beginning of the 

Project have been attained at satisfactory level. And also the Project has successfully undertaken a 

number of activities that were not necessarily reflected on the indicators for Output 1 such as 

baseline and impact assessment surveys, various PR activities including open and public seminars 

and publication of newsletters, etc. all of which will contribute to the overall achievement of the 

Project Purpose. Based on these observations, it can be concluded that the Output 1 will be achieved 

by the end of the Project term.However, it has been pointed out that it will still require some time to 

confirm the adoption of each technology by farmers as there are some technologies which had been 

utilized by farmers at the beginning but ceased after some time for some reason. A typical example 

for this is mono-sex male seed production of Tilapia. The Evaluation Team heard in the field visits 

a number of core farmers and extension officers citing this particular technology as one of the most 

remarkable achievements of the Project. It was reported that, however, the number of ordinary 

farmers who had actually repeated the use of mono-sex male seeds in the second cycle of 

production was not very high at the moment, which means the technology has not been adopted yet 

at full scale. Although the achievement level of Output 1 could be regarded high, follow-up 

activities may be still required to consolidate the achievement. 

 Output 2: Core farmers and aquaculture extension officers of CeRPA/CeCPA become capable of 

conducting inland aquaculture training. 

According to the achievement level of Indicators, the targets of Output 2 are considered to have 

been attained at more than 100% level since the numbers of extension officers and core farmers 

trained on the improved aquaculture techniques have exceeded the original targets. In the 

interviews conducted in the field visits, most of interviewees both extension officers and core 

farmers answered that they had already conducted trainings for ordinary farmers (FTF) with a 

certain level of confidence which could be regarded as a good indicator to support the results. 

However, the levels of their capacity to conduct trainings appeared to much differ depending on 

various factors such as when they were trained and where they stayed or even personal past 

experience in aquaculture. In general, the more learning opportunities extension officers or farmers 

have had, the higher capability or confidence they are able to nurture. Since the selection of core 

farmers and initial trainings were conducted in different years, the officers and farmers in areas 

selected in 2010 should have developed more capacity than those in areas selected in 2011 or 2012. 

The information obtained through the interviews supported this fact and officers and farmers with 

longer support showed more confidence in conducting trainings. It is considered important for the 

Project to ensure the officers and farmers in areas recently to improve their capacity as much as 

possible towards the end of the Project. Similarly, it was reported by the Project Team that 

extension officers in non-target areas (communes) showed different level of capacity according to 

the results of understanding exams conducted after the training undertaken for them in September 

2012. Since more number of farmers in non-target areas have started aquaculture with support from 

the Project, it is important for the Project Team to take necessary measures as much as possible to 
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follow up officers and farmers in non-target areas too. 

Output 3: Ordinary farmers acquire basic aquaculture knowledge through farmer-to-farmer (FTF) 

trainings. 

Quite a number of activities have been carried out for Output 3, which were not necessarily 

reflected on the Indicators explained above. The Project has been providing initial assistance of 

inputs (seeds, feed and hapa nets, etc.) required by ordinary farmers who have participated in the 

FTF training and managed to prepare production facilities (ponds or tanks) by themselves. 

Determining a guideline based on the results of technical analysis as well as consultation with the 

Project stakeholders, a total of 855 ordinary farmers (Tilapia 442, Catfish 413), accounting for 61% 

of the total training participants, have been directly supported by the Project with inputs by the end 

of September 2012. And also, the Project has been providing technical assistance to core farmers 

and extension officers who in turn support the ordinary farmers after they have started production. 

Not only FTF trainings but also this assistance after the trainings has without a doubt contributed to 

the enhancement of basic knowledge of ordinary farmers concerning aquaculture. Therefore, it can 

be concluded that the Output 3 is also highly likely to be attained by the end of the Project. On the 

other hand, there has been a concern regarding the situation where a good number of farmers 

actually have not started production after the FTF trainings. The Evaluation Team has learnt that 

there are some reasons behind this issue as follows; 

i) Problem of selection process of farmers for FTF trainings: some farmers expected too much 

physical assistance from the Project. 

ii) Low capacity of ordinary farmers: some farmers failed in preparing production facilities due 

to lack of initial capital or other reasons after attending the training. 

iii) Insufficient capacity of core farmers to supply initial inputs (seeds and feeds): there were some 

cases in which core farmers could not produce sufficient seeds and feeds even if ordinary farmers 

were ready to start production. 

iv) Effects of natural calamities: some areas were prone to natural calamities e.g. unusual floods 

due to climate change. 

v) Insufficient capacity of extension officers: some extension officers could not give proper 

technical guidance to farmers due to insufficient knowledge regarding aquaculture. 

While the Project has been making efforts to attend these issues, there should be still a need to 

strengthen the support system for ordinary farmers. 

Output 4: The Project proposes to the Department of Fisheries necessary activities to encourage 

ordinary farmers as well as core farmers to engage in independent and sustainable aquaculture 

management. 

 

Among other activities, expectation on the introduction of microcredit scheme for women groups 

appeared to be high among stakeholders. One of the largest concerns for resource poor farmers to 

start the aquaculture production has been initial capital to prepare the necessary facilities and obtain 

essential inputs such as seeds and feeds. Introduction of microcredit could be a way to mitigate this 

problem. The Evaluation Team has learnt that those women groups in Kouchi who had access to the 

credit on pilot basis have performed well so far which is considered important to guarantee the 

sustainability of the programme. And also, through the activities of the Project, status and roles of 
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women farmers have been remarkably promoted. With advice of the JICA Expert on gender, women 

groups have been encouraged to participate in the FTF training which has been contributing to the 

increased number of ordinary farmers and the sustainable aquaculture management as a whole. 

 

(2) Achievements in the Project Purpose 

 

Project Purpose: Number of aquaculture farmers is increased in selected communes in the target 

provinces. 

 

As a result of the interventions of the Project, it is obvious that the number of aquaculture farmers 

have remarkably increased in the target areas. The results of analysis on the achievement level of 3 

Indicators defined in the PDM have shown the degree of increase in the number of aquaculture 

farmers. Therefore, it can be concluded that the Project Purpose will be achieved at a satisfactory 

level by the end of the Project in April 2013. However, it is still too early to assess as to how many 

of these farmers who have started aquaculture production with support from the Project will 

continue their activities on a longer term basis. As far as the available data is concerned, the 

majority of farmers appear to continue the production at least next few years. It can be pointed out 

that though the rate of farmers who have started the 2nd cycle production was shown more than the 

target of 60%, the number of farmers who have purchased mono-sex male seeds for Tilapia 

production from core farmers was not very high, which was less than 20%. While the Evaluation 

Team observed that a good number of core farmers and extension officers appreciated this particular 

technology, the majority of ordinary farmers have not yet adopted the use of it in their production 

activities at full scale. It will be important to conduct thorough analysis on the factors concerned 

with the low adoption rate and take necessary measures to ensure the adoption of the technology. 

Also the continuation showed that more than 30% of Tilapia farmers and 20% of Catfish pond 

farmers have discontinued their activities just after the one cycle of production. Although it is 

difficult to know whether they have completely abandoned the activities or temporally stopped for 

some reason, it will be also important and useful to analyze the factors behind their behavior and 

take necessary measure to ensure the continuation for the future. 

 

3-2 Results of Five Criteria Evaluation 

 

(1) Relevance: very high 

 

・Fish and fish products have been one of the most important sources of proteins for the majority of 

Beninese people accounting for more than two-thirds of consumption of animal proteins. While Benin 

has substantial sources of water that are well distributed across the country that constitute a potential for 

the development of fisheries and aquaculture with a view to self-sufficiency, this subsector suffers from 

a number of constraints that hamper its development including (i) overuse of surface waters, (ii) the 

high cost of investment and (iii) the difficulty for fisheries products in obtaining access to the markets 

of the European Union countries (GPRS 2011-2015). 

・Development assistance policy of Japanese Government for Benin has focused on 3 sectors of health, 

primary industry (agriculture and fisheries) and human resource development aiming at improvement of 

livelihood and reduction of poverty. Assistance to the fisheries sector started in the early 2000 with 

provision of fisheries equipment and construction of fishing port. Technical cooperation in the 
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aquaculture sector started with dispatch of a policy advisor from 2000. A development study on the 

promotion of inland aquaculture (PACODER) was conducted from 2007 to 2009, on which results the 

current Project was formulated. Therefore, the Project has been implemented in line with the ODA 

policies of the Japanese Government. 

・Japan, being an island country, has substantially developed fisheries industry and technologies 

including seed and feed production, fish disease control, water management, etc. Besides this, the 

Japanese Government has long-term experiences on implementing technical cooperation projects in a 

number of developing countries across the world, notably in Asia. Without doubt, Japan has 

comparative advantage of technical cooperation in aquaculture development. 

・Use of the FTF approach was one of the features of the Project. The introduction of the approach was 

considered a contributing factor to the successful implementation of the Project. Therefore, it can be 

concluded that the approach taken by the Project was highly appropriate. 

 

(2) Effectiveness: Moderately high 

 

・All the 4 Outputs will be realized by attaining all the indicators set in the PDM. Consequently the 

Project Purpose which was to increase aquaculture farmers in target areas is highly likely to be achieved 

by the end of the Project term. Despite good achievements of the Project, however, it is still too early to 

make a conclusion on sustainability of the achievements since it will need some more time and efforts of 

all the players to consolidate the project results and realize longer-term effects on the sustainable 

development of aquaculture in the target areas. 

・All of these outputs were important and have contributed sufficiently to realization of the Project 

Purpose. Therefore, it can be concluded that the Project had been well designed logically. 

・There were no particular important assumptions identified at the beginning of the Project for realizing 

the Project Purpose from Outputs. In the project implementation process, negative factors recognized 

was existence of increased number of farmers who did not or could not start aquaculture production 

after attending the FTF training or those who stopped production on the way for some reasons. It was 

pointed out that traditional land tenure system in rural areas had negatively affected the farmers’ 

behavior since it prevented ordinary farmers to access to the suitable land required for setting of ponds. 

It was difficult before starting for the Project to know existence of such problem. 

 

 (3) Efficiency: High 

 

・Inputs from the Japan side for the Project included dispatch of Japanese and third country experts, 

provision of equipment, overseas trainings in Japan and Egypt for C/P, extension officers and core 

farmers, and financial assistance for local expense. The inputs from Japan side were regarded 

moderately appropriate against the outputs as the majority of the respondents indicated level of 

appropriateness “some extent.” Assignment of C/P officers, provision of facilities and equipment 

including offices for Japanese Experts, disbursement of various local expenses were the major inputs 

from the Benin side for the Project. the inputs from the Benin side were not necessarily considered at 

satisfactory level as the majority of the respondents indicated appropriateness level “some extent” or 

“not much” 

・Adoption of FTF training approach must have substantially contributed to the enhancement of 

efficiency. 

・There were 3 assumptions at the Output level that were identified at the beginning of the Project. They 
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included: i) Pesticide is not utilized around aquaculture tanks or ponds; ii) Natural disaster that damages 

aquaculture does not occur; and iii) Outbreak of serious fish disease does not take place. Some 

assumptions materialized but they have not developed to the level where the Project implementation was 

badly affected since the Project Team took necessary measures to control each incident successfully. 

 

(4) Impact:  Positive Impact can be expected 

 

・The Project has carried out a number of activities to extend the beneficiary areas and farmers through 

active PRs, involvement of ordinary farmers in non-target areas in FTF trainings, organizing trainings 

for all the extension officers in non-target communes. According to the Baseline Study conducted at the 

beginning of the Project, the number of aquaculture farmers in the target provinces increased from 403 

in 2004 to 1,188 in 2010. Assuming all the farmers have continued the production, the total number has 

become 1,675 since another 487 farmers started or restarted aquaculture with assistance from the current 

Project. If the number of farmers continues to increase at the similar rate even after the Project term, the 

Overall Goal will be achieved by 2020. Although no important assumptions were identified in the PDM, 

there could be a number of assumptions in realizing this Overall Goal. Among others, the biggest 

assumption would be that the Government of Benin should continue to have political will and make 

efforts for development of aquaculture in the country. The current government has recognized the 

necessity to reduce the importation of fish and stated in its policy documents to promote aquaculture 

development as one of priority agenda. According to the experience in other countries in Africa (e.g. 

Uganda), once the number of aquaculture farmers has reached a critical level, there is a possibility for 

the industry to expand on its own. 

・The Impact Assessment Study conducted in March 2012 reported that there was a sign of increase in 

the income of the beneficiary farmers in the target areas. The majority of farmers who had participated 

in the Project activities reported that the economic situation of their household was a little better now. It 

was also reported that the Project interventions had a positive impact on the vulnerability, the food 

security, the acquisition of durable goods, and the poverty of the recipients. Although such sings were 

still at infant level, the Project has certainly brought about a positive impact on the livelihood of 

beneficiaries. The pilot programme of microcredit scheme has shown a good potential to realize a 

positive impact on livelihood in rural communities, particularly for women who usually have limited 

income opportunities. 

・The Evaluation Team has learnt that interests on the Project approach and achievement have been 

growing beyond the country level. 2 study missions from Togo and Burkina Faso visited Benin to see 

the Project activities. This could be a positive impact realized by the Project on aquaculture 

development at the regional level. 

 

(5) Sustainability: Moderate 

 

・The Government of Benin has recognized importance of aquaculture development and stated in its 

policy documents the increase of domestic fish production should be prioritized. Therefore, as far as the 

current policy is maintained in the future, the sustainability of the Project achievement will be high. 

The Project has been implemented with the Department of Fisheries under MAEP being the main 

implementing organization in close collaboration with CeRPA/CeCPA in the target areas. The 

Evaluation Team has observed that the relationship between these two departments has been good and 

further strengthened through the Project. Assuming no major changes in the MAEP structure are made in 
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the near future, institutional sustainability will be high. 

At farmers’ level, if the cooperatives or associations that have been organized with support from the 

Project are maintained well, institutional sustainability will be secured. Whether these organizations are 

maintained or not in the future shall be depending on whether benefits can be felt by the participating 

farmers or not. 

・At government level, the Benin side has made efforts to secure the funds required for the Project 

activities. Looking at the current budget situation of the Benin Government, financial sustainability at 

the government level including activities of CeRPA/CeCPA officers is not likely to be high. According 

to the information obtained by the Project, World Bank is preparing to initiate inland aquaculture 

development supports under PADA and PPAAO. Effective use of international loans could be one way 

to increase the financial sustainability at the government level. 

On the other hand, at farmers’ level, financial sustainability will be very much depending on the 

profitability of aquaculture. If farmers can generate sufficient income from aquaculture activities, they 

will sustain the production even without much support from the Project or the Government. Therefore, it 

will still be necessary for the Project Team to conduct a thorough analysis on the profitability of 

aquaculture in order to make a conclusion regarding the financial sustainability at farmers’ level. 

Pilot programme on the introduction of microcredit scheme should have a potential to boost the 

financial sustainability at the famers’ level.  

・With various activities supported by the Project, it seems that the C/P officers at DP headquarters who 

closely worked with the Japanese Experts have obtained sufficient knowledge and skills in aquaculture. 

They will be able to conduct trainings and carry out activities that have been done under the Project as 

far as financial resources are allocated to them. However, at field level, the Evaluation Team has got a 

mixed impression as the capacity level of extension officers and core farmers varied from person to 

person or from commune to commune. While there were some areas where extension officers and core 

farmers had gained sufficient knowledge and skills to conduct FTF trainings with minimum assistance 

from the Project Team, in other areas, extension officers and core farmers still appeared to require a lot 

of support. Therefore, it was considered that the technical sustainability was moderate at the moment. 

 

3-3 Conclusion 

It is certain that the Project shall achieve the purpose before May 2013; however, the sustainability of 

the Project achievements is not yet secured. Considering the nature of the activities the Project deals 

with, 3 years of the project term doesn’t appear to be sufficient to ensure the sustainability of the 

achievements. Based on all of these observations and considerations, the Evaluation Team makes a 

conclusion that while the Project has been successfully implemented according to the plan agreed 

between Benin and Japan, it still requires some follow-ups to consolidate the achievements. 

 

3-4 Recommendations 

The Evaluation Team makes 13 recommendations divided in 3 categories. 1.Actions required for the 

remaining period of the Project, 2. Actions required for the extended period of the Project and 3.Actions 

required after termination of the Project.  

1. Actions required for the remaining period of the Project 

a) Renewal of the core farmer’s certificate 

b) Analysis of non-continuation cases 

c) Economic viability of aquaculture operation 

d) Guidelines for the use of hormones for seed production 
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2. Actions required for the extended period of the Project 

e) Acquiring basic aquacultural technics  

f) Utilizing microfinances 

g) Improved monitoring of farmers’ operation 

h) Improving the capacity of farmers group 

i) Effective use of PIP fund 

j) Dissemination of the Project results 

k) Coordination with other donors’ activities 

 

3. Actions required after termination of the Project 

l) Allocation of national resources for continued promotion of aquaculture with FTF training 

approach. Continued engagement of the project counterparts in aquaculture development 

m) Technical exchange and information sharing meetings among TSPH/CPH 

n) Supporting measures by the government 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 終了時評価調査団派遣の経緯と目的 

ベナン共和国（以下、「ベナン」と記す）は西アフリカのギニア湾岸に位置する国土面積11万km2

（日本の3分の1）の小さな国である。ギニア湾に面する海岸線が120kmと短いのに対して、奥行き

が700km近くあり、国土は南北に細長い。2008年の人口は8,935,000人と推定されている。ベナンの

年間総漁獲量は約40,000トンであるが、国内の漁獲量だけでは需要を満たすことができないため、

年間約45,000トンの水産物を輸入している。加えて、近年でも年率3％を越える高い人口増加率が

続いているといわれ、水産物の生産増大に対する強いニーズが存在する。一方、国内の漁業生産

の状況をみると、海面漁業では資源の漁獲可能量12,000トンに対して、既に8,000～10,000トンの漁

獲水準に達しており、その開発には限界がある。また、ベナンの漁獲量の約80％を占める内水面

漁業も資源の過開発のため、その漁獲量は減少または横ばい傾向にある。このような漁業の状況

から、内陸部に広がる淡水域・汽水域の有効利用による水産物の増産に期待が集まっている。し

かしながら、2008年に実施された全国養殖センサスによると、ベナンの養殖家数は931戸、養殖総

生産量は159トンという低水準にあり、内水面養殖はいまだ極めて限定的にしか実施されていない

状況と判断される。このような状況を踏まえ、ベナン国政府は、わが国に対し内水面養殖振興を

目的とした開発調査「内水面養殖振興による村落開発計画調査」（PACODER）を要請した。同調

査は2007 年4月から2009年3月にかけて実施され、内水面養殖の振興に係るマスタープラン及びア

クションプランが策定された。 

ベナン国政府は同アクションプランに沿ったプロジェクトの実施に関する要請をJICA に対し

て行った。同要請を踏まえ、独立行政法人国際協力機構（JICA）は2009年12月に事前評価調査団

を派遣し、農業・畜産・水産省水産局（MAEP/DP）をはじめとするベナン国政府関係者と協議を

行い、本プロジェクトの枠組みを決定した。 

MAEP/DP（以下、DPと記す）をカウンターパート（C/P）機関として2010年5月から2013年5月

の予定で専門家の長期派遣によりプロジェクト活動を実施中である。 

今回の調査は、ベナン側関係機関と合同でプロジェクトの活動進捗状況を確認するとともに、

評価に達する項目の達成度を検証し、評価５項目（妥当性・有効性・効率性・インパクト・自立

発展性）の観点から評価を行ったうえで、残りの協力期間における対応策、方針の見直しについ

て検討し、関係当局に提言することを目的とする。 

 

１－２ 調査団の構成  

担当分野 氏 名 所 属 

団長／総括 杉山 俊士  JICA 国際協力専門員（農村開発部課題アドバイザー） 

養殖開発 越塩 俊介 鹿児島大学水産学部 教授（国内支援委員） 

評価分析 鈴木 篤志 A&Mコンサルタント有限会社 シニアコンサルタント 

計画管理１ 春原 拓海 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯課 職員 

計画管理２ 神藤 恵史 JICAベナン支所 企画調査員 
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１－３ 調査日程 

付属資料２「ミニッツ・合同評価レポート（仏語）」の ANNEXⅠに記載のとおり。 

 

１－４ 評価項目・評価方法 

１－４－１ 本邦での事前調査 

① プロジェクトチームで作成した事前検討資料やこれまでのプロジェクト報告書等をレビ

ューし、プロジェクトの実績・実施プロセスの状況を整理・分析する。 

② プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）に基づき、プロジェクトの実績、実施

プロセス、及び評価５項目に沿った調査項目とデータ収集方法、調査方法等を検討し、評

価グリッドを作成する。 

③ 上記②の評価グリッドに基づき、C/P機関を主とする相手国実施機関、専門家、C/P等に

対する質問を検討する。 

 

１－４－２ ベナンでの現地調査 

① 今回調査に必要な指標の設定案についてベナン側と協議を行う。 

② 評価グリッドに基づき、プロジェクト関係者に対するヒアリング、サイト視察を行い、

プロジェクト実績・活動プロセス等に関する情報・データの収集・整理を行う。 

③ 上記①で収集したデータを分析し、プロジェクト実績の貢献・阻害要因を抽出する。 

④ 事前調査及び上記①～③で得られた結果を総合的に判断し、評価５項目の観点から評価

を行い、提言と共に合同評価レポート（案）に取りまとめる。 

⑤ 上記④のレポート（案）は日本側・ベナン側合同評価委員で合意した後、ベナン側関係

者への説明を行い、その結果をミニッツ（M/M）により合意・署名する。 

 

１－４－３ 調査項目 

本調査では、以下の評価５項目の観点から評価調査を実施する。 

 

（１）妥当性（Relevance） 

プロジェクト目標や上位目標がベナンの開発政策、わが国の援助方針、受益者のニーズ

に合致しているかどうかを判断する。 

 

（２）有効性（Effectiveness） 

成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見込み、

及び成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかを判断する。 

 

（３）効率性（Efficiency） 

投入の時期、質、量などにより、成果にどう影響を与えたか、投入は成果の達成のため

に貢献しているか、投入に不足はなかったか、または無駄な投入はなかったかを判断する。 

 

（４）自立発展性（Sustainability） 

制度的側面、財政的側面、及び技術的側面から、協力終了後も相手国側によりプロジェ
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クトの成果が継続して維持・発展する見込みがあるかどうかを判断する。 

 

（５）インパクト（Impact） 

プロジェクト実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみるもの

であり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラスまたはマイ

ナスの波及効果を評価する。なお、上位目標は計画立案時に「意図した」「プラスの」イン

パクトである。 
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第２章 プロジェクトの進捗 
 

２－１ プロジェクト投入実績 

本件プロジェクト実施のための日本側からの投入実績は、以下のとおり。 

 

（１）専門家の派遣 

これまでに延べ 31名の日本人及び第三国（エジプト）専門家が、10の指導分野で現地に派

遣され、活動を行った。各専門家の指導分野と派遣期間の詳細は、付属資料３（英文評価レ

ポート）の ANNEX IVにまとめたとおり。 

 

（２）C/P及び中核農家に対する本邦／第三国研修の実施 

DP（水産局）C/P、地域・市農業促進センター（CeRPA/CeCPA）オフィサー／普及員及び

中核農家に対し、本邦研修 2 コース、第三国研修 4 コース（エジプト、カンボジア・タイ）

が実施された。各研修の内容、参加人数や期間は、同 ANNEX IVにまとめたとおり。 

 

（３）機材の供与 

総額 194 万円相当の機材（事務所、フィールド用）が調達され、プロジェクト活動のため

に使用されている。機材リストは、同 ANNEX IVにまとめたとおり。 

 

（４）現地活動費 

総額 8,299.7万円相当の現地活動費（在外事業強化費）が日本側より支出された。年度ごと

の詳細は、同 ANNEX IVにまとめたとおり。 

    

一方、ベナン国政府からの投入実績の概要は、以下のとおり。 

 

（１）C/Pオフィサーの配置 

DPより 8名がプロジェクト C/Pオフィサーとして任命された。このうち、プロジェクト・

マネジャーを含む 3名がプロジェクト専属として任命されている。（同 ANNEX IV参照） 

 

（２）施設・機材の提供 

専門家執務室を含む施設及び機材が、プロジェクト活動のためにベナン側より提供されて

いる。 

 

（３）C/P予算 

2011年に総額 9,500万 FCFA（1,520万円相当）の C/P予算が公共投資プログラム（PIP）か

ら拠出され、必要機材の調達などに使われた。 

 

２－２ 活動の実績 

ベナンの C/Pと専門家から成るプロジェクト・チームは、PDM及び PO（活動計画表）に沿って

活動を進めてきた。プロジェクト開始から、本評価調査時点までに実施された活動の概要は、英
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文評価レポート ANNEX Vにまとめたとおりであった。成果４達成のために予定されていた活動 1

項目（4-2 生産請負制度の試行）を除き、すべての活動は順調に実施され、2013 年 5 月の協力期

間終了までに完了する見込みである。なお、活動 4-2については、プロジェクト初期にいろいろな

可能性が模索されたものの、生産請負制度そのものがベナンの社会・文化・経済面から農民に受

け入れられる可能性が低いと判断されたことから、第 2 回合同調整委員会（CCC）にて継続しな

いことが提案され、了承された。 

 

２－３ 成果（アウトプット）の達成状況 

PDMで設定された 4つの成果の達成状況は、以下のとおり。 

    

（１）成果１ 

成果１ 内水面養殖技術、農民間研修に関するマニュアルがまとめられる。 

指 標 達成状況・見込み 

1-1 研修用マニュアル

類が 6 種類以上作

成される。 

・プロジェクト初期の段階で、ベースライン調査を実施し、対象地域

における内水面養殖の現状や支援ニーズが把握された。また、対象

7 県の全 CeRPA/CeCPA オフィサーからの協力を得て、養殖経営体

数、養殖池など施設の規模、生産量などの基礎データが収集された。

・収集した情報をベースに、以下 6種の研修用技術マニュアルが準備

された。 

a） Pond Culture for Tilapia and Catfish（ティラピアとナマズ池養殖）

b） Tank Culture for Catfish（ナマズ箱養殖） 

c） Production of Tilapia Seedlings（ティラピア種苗生産） 

d） Production of Catfish Seedlings（ナマズ種苗生産） 

e） Development of Feed（飼料生産） 

f） Aquaculture Farm Management（養殖経営） 

・これらのマニュアルは農家研修や技術指導で活用され、定期的に改

訂された。最終版がプロジェクト終了までに作成されることから、

指標 1-1は達成される見込みである。 

1-2 対象地域で持続可

能な内水面養殖技

術が 2 つ以上実証

される。 

・本件プロジェクトでは、政府の水産試験場などは活動サイトとして

含まれていないことから、農家レベルの養殖池や水槽における実証

試験を通して技術開発が実施されてきた。 

・ベースラインや訪問調査から得られた情報を基に、下記 5つの分野

で 37 の技術項目が選定され、実証試験が実施された。このうち、

12の技術は対象農家にほぼ定着、21技術は普及途上、4技術は不適

切だったと報告されている（技術の詳細な一覧は、英文評価レポー

ト ANNEX VI参照）。 

i） ティラピアの種苗生産技術開発 

ii） ナマズの種苗生産技術開発 

iii） 池養殖技術の改善 

iv） 配合餌料開発 

v） 天然餌料の開発 

・以上の実績から、既に 2つ以上の養殖技術が農家によって実践され

ていることから、指標 1-2 は計画以上のレベルで達成されているこ

とが確認された。 
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全般的な達成状況と見込み： 

・以上のとおり、PDMで設定されていた 2つの指標は、満足のいくレベルで達成される見込みで

ある。また、ベースライン調査やインパクト調査、オープンセミナーやニュースレターの発

行など、指標に必ずしも反映されない活動も成果１のための活動として当初から計画されて

いた。これらの活動が地道に実施されたことが、最終的なプロジェクト目標の実現に貢献し

ていると推察された。以上の事実に基づき、成果１は協力期間内に十分達成されると判断さ

れる。 

・一方、養殖農家は、新しい技術をいったんは採用しても、時間の経過とともに技術を使わな

くなることも多く、実証された技術の定着を確実なものとするためには更に時間を要するこ

とが指摘されている。例えば、全雄種苗の生産・利用技術は、今回の調査中でもプロジェク

トの成果として多くの普及員や中核農家が言及していたが、プロジェクトの支援で養殖を開

始した一般養殖農家のうち、2回目の生産サイクルで全雄種苗を使っているものの割合は、今

のところ 20％程度と高くはない。つまり、この技術は、まだ完全に定着するには至っていな

いと考えられる。したがって、指標上、成果１は達成されると見込まれるものの、達成され

た成果を一般養殖農家の間に定着させていくためには、何らかのフォローアップが必要であ

ることが推察された。 

 

（２）成果２ 

成果２ 内水面養殖研修を実施できる中核養殖家及び CeRPA/CeCPA の水産普及員が養成され

る。 

指 標 達成状況・見込み 

2-1 対象市において養

殖技術を指導でき

る水産普及員が 50

名以上養成される

（理解度テストに

合格した者）。 

・注意深く検討、関係者によって合意された選定基準に基づき、本調

査実施までに合計 18の対象地域（コミューン）、20軒の中核農家が

選定された。 

・これら選定された地域の水産普及員（CeCPA普及員）と中核農家を

対象とした技術研修が、これまでに 5回実施された。これらの研修

を通して、延べ 28名の中核農家と 77名の普及員が、ティラピア及

びナマズの養殖生産技術、孵化水槽の設置や飼料の生産など必要な

技術を修得した。研修後の理解度テストには、参加者全員が合格し、

研修内容を十分理解したことが確かめられた。 

・また、これら国内研修と並行し、エジプトにおいて 2回にわたり技

術研修が実施され、8名の中核農家と 6名の水産普及員が参加した。

研修参加者へのインタビューから、この研修が新しい養殖技術の修

得に貢献するとともに、モチベーションの向上に寄与したことが確

かめられた。 

・研修のほか、専門家と C/Pは、中核農家を延べ 150回以上訪問し、

オンサイトで種苗生産・飼料生産、親魚管理など持続的な養殖に係

る技術指導が実施された。 

・これらの活動の結果、ティラピアの親魚管理技術については、2011

年までに選定された 15 軒の中核農家すべてが、伝統的な方法から

改善された技術に転換した。 

 

以上の実績から、成果２の進捗を確認するために設定されていた 2

つの指標はいずれも既に達成されていることが確認された。 

2-2 一般養殖家に対す

る農民間研修を実

施できる中核養殖

家が 15 軒以上養成

される（理解度テス

トに合格した者）。 
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全般的な達成状況と見込み： 

・上記のとおり、対象地域において 50名以上の水産普及員、15軒を上回る中核農家がプロジェ

クトの研修を受講し、研修後の理解度テストで一定のレベルをクリアしたことから、当初設

定された数値目標は達成された。よって、成果２は理論的には既に達成されていると見なす

ことができる。研修を受講した普及員と中核農家は、研修後、プロジェクトからの支援を受

けながら、自らの養殖経営・種苗生産を改善するとともに、一般養殖家（候補者を含む）へ

の FTF 研修を実施し、修得した技術を確かなものとするべく活動を続けている。今回の調査

中に行った普及員・中核農家へのインタビューから、研修の成果が定着しつつあることを確

認できた。 

・しかしながら、普及員、中核農家の生産や研修実施に係る能力レベルは同一ではなく、研修

への参加時期や養殖を行う環境、個人的な資質、過去の経験などさまざまな要因により影響

されることも同時に推察された。中核農家の選定・研修は、2010 年から毎年行われてきたこ

とから研修参加時期は農家によって異なっており、最初に選定された 2010年のグループは、

その後の農家より多少長く経験を積んでいることから、全般的には研修実施に対してより確

かな自信をもっている傾向がうかがえたが、それでも個人の資質から中核農家としての能力

が疑われる者も中には含まれていた。今後、こうした能力の差を縮めるべく働きかけを続け

る必要があるものと考えられた。 

・また、これまでの活動で中核農家を選定し、継続的に技術移転を実施できた地域は 20 カ所

（コミューン）に限られている。プロジェクトは、非対象コミューンの普及員の能力アップ

の必要性が認識しており、今年 9 月にはそうした地域の普及員への研修を実施した。その報

告によれば、普及員の能力には大きなバラツキがあることが判明したとのことであった。一

般農家には、非対象地域で養殖を始める者もおり、今後、こうした地域での普及員の能力ア

ップも欠かせないことから、この点についても何らかの支援が必要であることが確認された。

 

（３）成果３ 

成果３ 農民間研修によって一般養殖家が内水面養殖に関する基礎的知識を習得する。 

指 標 達成状況・見込み 

3-1 中核養殖家による

農民間研修が延べ

50 回以上実施さ

れ、900名以上が研

修に参加する。 

・対象地域の中核農家は、水産普及員と共に、これまでに合計 43 回

の FTF研修を実施し、総計 1,397名の一般養殖農家（候補者を含む）

がこれらの研修に参加した（9月末までの実績）。FTF研修実施にあ

たっては、プロジェクトからカリキュラムの作成、テキスト類の作

成、広報による一般養殖家の募集と選別などについて包括的な支援

が行われている。 

・プロジェクト支援による FTF 研修のほか、2010 年度、2011 年度の

中核養殖家（15軒のうち 12軒）は、種苗配布先を対象とした技術・

経営問題に関する協議や研修会（自主研修）を 1～4 回実施したこ

とも報告されている。また、特に箱養殖の中核養殖家は、マイクロ

クレジット関連も含め 41回の集会を開催した。 

 

開催された FTF 研修回数は、目標の 50 回にわずかに達していない

ものの、指標 3-1 は上記の実績からプロジェクト終了までに達成され

るものと見なされる。 
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3-2 農民間研修の満足

度に関するアンケ

ートにおいて、参加

者の 8割が「満足」

の評価を選択する。 

・プロジェクト・チームによれば、FTF研修実施後、参加者への満足

度に関するアンケートは毎回行われているとのことであるが、上記

のとおり実施された研修の回数、参加者数は膨大なため、すべての

アンケート結果を集計することは現実的ではない。よって、本指標

の達成度を統計的な数値に基づいて検証することはできなかった。

・しかしながら、2012年 3月に行われたインパクト調査では、調査時

点で 10カ月以上のプロジェクト支援を受けたサンプル農家 81軒の

80％以上が FTF研修に「満足だった」と回答したと報告されている。

また、今回の調査で行ったインタビューでは、大半の普及員や農家

が研修に参加したことが有意義だったと回答していたことから、本

指標は達成されていることがうかがえた。 

全般的な達成状況と見込み： 

・英文評価レポート ANNEX V にまとめたとおり、成果３の達成に向けて数多くの活動が実施

されてきた。PDM の指標はこれらの活動結果を直接的に反映するよう設定されてはいなかっ

たものの、いずれの活動も本成果を達成するうえで重要であったと考えられた。 

・例えば、本成果に向けた活動のひとつとして、プロジェクトは、FTF 研修に参加し自ら養殖

施設（池や水槽）を準備できた一般農家に対して、一定の基準を設けて種苗や餌料、ハッパ

ネット1など投入財の支援を行ってきた。こうした支援は、物的な支援を受けること自体が目

的化する危険性をはらんでいるものの、研修に参加した農民の自助努力を補完する意味では

不可欠であったと考えられた。今年 9月時点で、研修に参加した 1,397軒の農家のうち 855軒

（ティラピア 442、ナマズ 413）がプロジェクトから直接投入支援を受けたと報告されている。

・また、プロジェクトは、養殖を実際に始めた一般農家に対して適切な技術支援ができるよう、

普及員及び中核農家に継続的な技術指導を行っている。FTF 研修のみでなく、このような研

修後の継続的な技術指導が、一般養殖農家の知識・技術の向上に寄与してきたことは明確で

ある。したがって、成果３もプロジェクト終了までに達成されると判断された。 

・一方、FTF研修は養殖を開始することに関心のある農民を対象に実施されているが、参加後、

実際に開始しない、あるいは開始できない農家も相当数いた（研修参加者の 4 割程度）こと

も事実であった。そのおもな理由として、以下が挙げられた。 

i）FTF 研修参加者選定方法の問題； 養殖技術そのものより投入への物的支援に関心のあ

る農家が選定される。 

ii）一般農家の低キャパシティ； 養殖を行う意志はあるが、初期投資に必要な資金が工面

できない、あるいはその他の事情で開始できない農家が相当数存在する。 

iii）中核農家の種苗・餌料の供給能力； 一般農家が開始できるよう準備ができても、中核

農家が十分な種苗や餌料を準備できない地域もあった。 

iv）自然災害の影響； 洪水など自然災害の影響で開始できない。 

v）普及員の能力不足； 普及員が十分な知識をもっていないため、一般農家に対して適切

な指導を行うことができない。 

・プロジェクトはこうした課題を軽減する努力を既に行ってきているが、一般農家を支援する

体制は今後も継続的に強化される必要があるものと考えられた。 

 

                                                        
1 蚊帳地で作った魚の一時的な収容ネットのこと。 
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（４）成果４ 

成果４ プロジェクトから水産局に対し中核養殖家・一般養殖家の自立的かつ持続的な養殖事業

運営を促進する活動が提案される。 

指 標 達成状況・見込み 

4-1 中核養殖家・一般養

殖家による自立的

かつ持続的な養殖

事業運営に資する

活動が 3 つ以上試

行される。 

・成果４については、持続的な養殖事業を支援するために、以下を含

むいくつかの活動が実施されてきた。 

i） 女性ナマズ箱養殖経営者へのマイクロクレジットの導入 

ii） 女性箱養殖家アソシエーションの設立への支援 

iii） プロジェクトによる配合飼料の試験輸入と中核養殖家組合

による販売 

iv） 中核農家と一般農家のミーティングの促進 

v） 中核養殖家相互訪問研修の実施 

vi） 優良養殖農家への表彰 

・試行された活動の数は、目標値を超えているので、本指標は既に達

成されているといえる。インタビューでこれらの活動は関係者から

の関心を集めていることも確認された。 

全般的な達成状況と見込み： 

・上記のとおり、設定された指標は達成されており、成果４は達成されつつあるとみられる。

試行された活動のうち、特に女性養殖家へのマイクロクレジットの導入は、関係者の間での

関心も高いことが確認された。既にふれたとおり、貧困レベルの高い一般農家が、養殖事業

を新たに開始、あるいは拡張するうえで必要な施設の整備や種苗・餌料などの投入材を入手

するための資金を準備するのが難しいことが大きな課題となっている。マイクロクレジット

制度の導入は、持続的に養殖を進めるうえで有効であると考えられる。現在、パイロットベ

ースでナマズ箱養殖を行う女性グループは、借りたローンの返済を順調に行っていると報告

されており、マイクロクレジットを運営する組織も対象グループの拡大に意欲を示している

ことから、今後の展開が期待される。 

・また、プロジェクトでは、ジェンダー担当の専門家を派遣し、女性の養殖事業への参加を促

す活動を支援してきた。この結果、FTF 研修における女性や夫婦同伴での参加に大きく門戸

を開いており、一般養殖家の増加と持続的な養殖運営に結び付いていることが報告されてい

る。 

 

２－４ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成見込みは、以下のとおり。 

 

プロジェクト目標 プロジェクト対象市において養殖家戸数が増加する。 

指 標 達成状況・見込み 

対象市において 

１．養殖を開始する経営

体（新規及び再開）が

300人以上となる。 

・プロジェクトは、今年の 10 月に対象地域における養殖農家の推移

を確認するために、FTF研修に参加した一般養殖家とその後の経営

の実態について聞き取り調査を行った。表２－１は、この聞き取り

情報を基に、FTF研修に参加した一般農家と、研修後にプロジェク

トから投入支援を受けた農家の数を、研修参加時の養殖事業の有無

から分類した結果である。Aグループは、研修参加時に既に養殖を

営んでいた農家、B はかつて営んでいたが何らかの理由で中断して

いたもの、C は全く経験のないものである。同様に、表２－２は、

ナマズ箱養殖を営む農民を分類した結果である。 
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表２－１ FTF研修に参加した農家と研修後投入支援を受けた農家

（ティラピア・ナマズ池養殖） 

Province 
No. of Farmers Trained No. of Farmers with Inputs

A B C A B C 

Ouémé 163 27 219 133 21 130 

Plateau 25 10 56 18 8 29 

Atlantique 89 18 97 41 14 26 

Mono 59 9 20 36 1 6 

Couffo 35 5 112 25 1 33 

Zou 68 7 91 53 5 55 

Total 439 76 595 306 50 279 

Rate against Farmers Trained（％） 70 66 47 
Category Ordinary farmers who were engaged in aquaculture when attended  

A： FTF training 

B： Ordinary farmers who had experience in aquaculture before but stopped 

C： Ordinary farmers who never had experience in aquaculture 
 

表２－２ FTF研修に参加した農家と研修後投入支援を受けた農家

（ナマズ箱養殖） 

Province 
No. of Farmers Trained No. of Farmers with Inputs 

A B C A B C 

Ouémé 29 0 238 24 0 196 

Rate against Farmers Trained（％） 83 - 82 

    

・1 つ目の指標の確認には、プロジェクト活動の結果、養殖を新たに

開始したか、再開した経営体（農家）の数の変化をみる必要がある。

上に示した表で、研修参加時点で養殖を営んでいなかった Bと Cの

農民の数が、本指標に相当するといえる。表によれば、B・C グル

ープの農家数は、研修参加者が池養殖（ティラピア＋ナマズ）で 671

軒（76＋595）、箱養殖（ナマズ）で 238軒、そのうちプロジェクト

からの投入支援を受けて養殖を始めた者がそれぞれ 329 軒（50＋

279）、196 軒であった。合計農家数は、525 軒となり、目標値であ

る 300軒を超えていることから、指標 1は既に達成されていると見

なされる。 

２．改善された技術を適

用する既存養殖家が

300人以上となる。 

・2 つ目の指標は、研修参加時に既に養殖を行っていた農家で、研修

参加後、研修で学んだ改善された技術を自らの養殖事業に適応した

ものの数の変化をみることで確認できる。厳密にいえば、個々の農

家の経営内容を確認する必要があるものの、短期間でそのような作

業を行うことは現実的ではないことから、研修に参加した農家で、

その後プロジェクトから投入支援を受けた農家（Aグループ）の数

が、本指標確認のために適用された。上の表に示されるとおり、こ

の農家数は池養殖で 306 軒、箱養殖で 24 軒、合計 330 軒となり、

目標値 300軒を超えていることから、指標２も本評価調査時点で既

に達成されていると考えられた。 
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３．上記養殖家の 60％以

上が養殖を継続する。 

・3 番目の指標は、養殖事業の継続率をみるために中間レビュー調査

で追加されたものである。この指標を確認するために、プロジェク

トは上記の聞き取り調査から得られた情報を使って表２－３を取

りまとめた。この聞き取りが行われた 10月時点で、2回目の生産サ

イクルに入っている農家の割合は高くないことから、この数値を検

討するには時期尚早であるものの、傾向をつかむことは可能と考え

られた。 

 

表２－３ 経営類型による養殖の継続率 

Category of farmers 
Tilapia 
（pond）

Catfish 
（pond） 

Catfish 
（box）

1st cycle production 147 93 71 

Discontinued 43 8 1 

Preparing for 2nd cycle 17 1 - 

2nd cycle production   142 

1）Mono sex male seeds（purchase） 27 - - 

2）Self-produced seeds 47 2 - 

3）Catfish seeds（purchase） 6 28 - 

Total（1st + 2nd cycle） 287 132 214 

Total（1st cycle completed） 140 39 143 

Total（2nd cycle） 97  143 

Rate of Continued Production 69.3％ 79.5％ 99.3％ 

Rate of Continued Mono-sex seeds 19.3％ - - 

Rate of Discontinued 30.7％ 20.5％ 0.7％ 

 

・この分析結果によれば、2 回目の生産サイクルに入っている農家の

割合は、ティラピア養殖で約 70％、ナマズ養池養殖で約 80％、同

箱養殖でほぼ 100％となっていることが示された。よって、いずれ

も目標値である 60％を超えていることから、指標３も数値的には既

に達成されていることが確認された。 

全般的な達成状況と見込み： 

・以上、各指標の達成状況から、対象地域においては養殖農家の数が、目標値を上回る割合で

増加したことが確認され、プロジェクト目標は指標数値の上では、既に達成されていると見

なされた。 

・しかしながら、プロジェクトの支援で養殖事業を開始ないし再開した農家が長期的に経営を

続けるかどうかは、現時点で検証するには時期尚早であるので、今後の推移を見守る必要が

ある。上に示した表を見る限り、大半の農家は事業を継続するように見受けられるものの、

ティラピア生産農家の 30％、ナマズ農家の 20％が既に経営を中断しているのも事実である。

これらの農家が事業を中断した理由はまだ把握されていないので、事業の継続性を高めるた

めに、更に詳細な分析を進める必要性は高いものと考えられた。 

・また、特に指標３の確認のために作成された表には、2回目の生産を始めている農家で全雄種

苗を使っている農家（ティラピア生産のみ）の割合は 20％以下であることが示されており、

プロジェクトが導入した技術の定着度は現段階ではそれほど高くないことが分かった。一般

養殖が 2 回目のサイクルに中核農家から種苗を入手しない理由についても今後の継続的な分

析が必要である。 
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２－５ 実施プロセスの検証 

（１）プロジェクトの実施体制 

プロジェクトは農業・畜産・水産省水産局（DP）が地域・市農業促進センター（CeRPA/CeCPA）

と協力する体制で運営されてきた。実施体制は、図２－１に示すとおり、DP局長をプロジェ

クト・ディレクターとし、ベナン側 C/P職員と日本人・第三国専門家が CeRPA水産担当官と

CeCPA 水産普及員が協力し、活動が展開されてきた。ベナンチームはプロジェクト・マネジ

ャー（コーディネーター）が、日本側メンバーはチーフアドバイザーが総括としての役割を果

たした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ プロジェクト運営体制 

 

表２－４にまとめたとおり、C/Pや普及員、専門家への実施体制に係るアンケートの結果に

よれば、プロジェクト運営体制は、大変適切だったとする意見が大半であった。 

 

表２－４ 実施体制の適切性に関するアンケート結果 

回答者のカテゴリー 
実施体制についての意見 

とても適切 ある程度適切 適切でない 分からない 無回答 

CeRPA Officers (n=4) 4 - - - -

CeCPA Extension Officers (n=18) 17 1 - - -

Japanese/Egyptian Experts (n=8) 1 7 - - 1

Total 22 8 - - 1

 

（２）運営管理に係る会議とコミュニケーション 

プロジェクト運営に係る意思決定を行う目的で、運営委員会（SC）及び CCC が組織され、

定期的に会議がもたれてきた。SCはこれまでに 8回開催され、活動計画や進捗、また活動中

に発生した懸案事項などについて話し合いが行われた。CCC は、より高いレベルのプロジェ

クト進捗管理組織として位置づけられ、プロジェクト開始直後と中間レビュー調査時の 2 回

会議が開催された。これら 2つの会議のほか、プロジェクトオフィスのある DP本部では、C/P

と日本側専門家チームが毎週月曜日に定期会議を開き、日常的な活動について話し合いがも

たれた。この週例会議が、チーム内のコミュニケーションを図るうえで重要な役割を果たし

たとの意見が多く聞かれた。DPの C/Pと専門家へのコミュニケーションに係るアンケートの
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結果は、表２－５にまとめたとおり。 

 

表２－５ コミュニケーションの適切性に関するアンケート結果 

回答者のカテゴリー 
コミュニケーションについての意見 

とても適切 ある程度適切 適切でない 分からない 無回答 

DP C/P (n=11) 9 2 - - -

Japanese/Egyptian Experts (n=8) 4 3 - - 1

Total 13 5 - - 1

 

（３）活動進捗のモニタリング 

プロジェクト活動の進捗は、実施関係者の全員参加により、効果的に行われてきた。

CeRPA/CeCPAレベルのスタッフ・普及員からは、各対象地における活動について月例報告書

が DPのプロジェクトオフィス宛に提出され、プロジェクト・チームによって全般的な進捗報

告書が定期的に取りまとめられた。対象地で何らかの課題が報告された際には、DPの C/P及

び専門家がサイトを訪問し、課題解決に向けた技術指導が行われた。実際には、普及員のな

かには月例報告を提出しない者、あるいは提出が大幅に遅れる者もいて、そのような地域の

活動の進捗を把握することは難しかったことが報告されていた。 

 

（４）事業の順調な運営に貢献した要因 

上記のとおり、本件プロジェクトは設定された目標数値はいずれも満たされ、4つの成果と

事業目標はプロジェクト期間内に達成される見込みであるが、本件プロジェクトが順調に成

果を達成するうえで貢献した要因として、以下を挙げることができる。 

    

①C/Pスタッフ及び中核農家の高いモチベーションとコミットメント 

本件プロジェクトでは、DPに配置されたプロジェクト・マネジャーを含む 3名の常勤

C/P をはじめ、CeRPA/CeCPA 職員・普及員、中核農家のそれぞれが、FTF 研修をはじめ

とする現地活動を実施するうえで重要な役割を果たしてきた。これらベナン側関係者の

高いモチベーションが、プロジェクトの運営の貢献要因となっていることが現地調査で

確認された。 

②ベナン側 C/Pと日本人専門家チームの間に構築された良好な関係 

ベナン関係者と日本人チームの間に理解と信頼関係が構築されたことが、プロジェク

ト運営にプラスの効果を及ぼした。このような良好な関係は、DP にとどまらず、MAEP

本省（次官）や普及員・中核農家などあらゆるレベルで構築されていることが、訪問し

た先々で観察された。 

③ベナンの水産分野への技術協力にかかわる日本人専門家チームの豊富な経験 

本件プロジェクトに従事している日本側専門家チームは、先行して実施された JICA開

発調査（PACODER）に従事したメンバーが中心となって構成されている。このため、派

遣された専門家が、ベナン水産業の現地事情に精通していたことが、限られた期間内で

プロジェクトの成果を達成するうえでプラスの要因として働いたことが推察された。 

④FTF研修アプローチの採用 

本プロジェクトの最も大きな成果のひとつは、ベナンにおける水産開発の手法として
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「FTF 研修アプローチ」を導入したことにある。同アプローチは、カンボジアやラオス

など東南アジアにおいて小規模漁民を対象とした内水面養殖開発の手法として開発・実

証されていたが、アフリカでの実践は初めてであった。現地調査において、同手法に対

しては受益養殖農家を含むすべての関係者から高い評価の声が聞かれた。 

⑤新鮮な魚に対する国内における高い市場ニーズの存在 

水産物に対する高い市場ニーズの存在を、本件プロジェクトの実施に貢献した要因の

ひとつとして挙げることができる。インタビューを行ったいずれの対象農家も、養殖し

た魚の購入に訪れる人は数多くいるので生産物の販売には全く困らない様子であった。

ベナンでは、水産物への需要が高いことから多くの冷凍魚が輸入されているが、冷凍魚

は一般的に品質が悪く、新鮮な魚を求める消費者は多い。ベナン人はティラピアへの嗜

好性が高いものの、ナイジェリア系の住民はナマズを好んで食べるため、両方の魚種に

対するニーズが存在する。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ ５項目評価の結果 

３－１－１ 妥当性 

以下の分析から、本件プロジェクトの妥当性は引き続き「大変高い」と判断された。 

    

（１）ローカルニーズ、ベナン国政府の政策との整合性 

養殖を含む水産業は、ベナンの全労働人口の 15％（農業従事者の 25％）、全 GDP の 3％

を占め、国家経済において重要な役割を果たしている。また、水産物は国民の動物性たん

ぱく質の 3 分の 2 を供給する重要なたんぱく源でもある。日常食料品として水産物への嗜

好性は高く、人口増加に伴い消費量が大幅に増加しているにもかかわらず、生産は伝統的

な漁獲漁業が中心なため、資源の過剰利用を招き、国内生産は停滞もしくは減少傾向にあ

る。この結果、輸入量は 2005年に 4.5万トン程度だったのが、2011年には 8万トンまで増

加したとの報告もある。こうした事情を背景に、内水面養殖農家と養殖による魚生産の増

加を目的とする本件プロジェクトへの期待は非常に高い。 

ベナン国政府も水産物の国内生産を増やすために、養殖開発の重要性を認識しており、

国家経済開発政策である『貧困削減のための成長戦略（GPRS 2011-2015）』（第 3 次貧困削

減戦略文書）では、内水面養殖を「経済の多様化」を実現するための一方策と位置づけて

いる。また、農業セクターの開発戦略を規定した『農業セクター再活性化戦略計画（PSRSA）』

でも、国内生産の増加により冷凍魚の輸入量を抑えることを優先課題として取り上げてい

る。 

 

（２）わが国の援助政策との整合性 

わが国のベナンに対する援助は、国民の生活改善に対して直接的な効果が高い分野への

支援を実施することにより、持続的成長及び貧困削減を促進することを基本方針とし、保

健・医療、第 1次産業の振興（水産・農業）、人的資源開発の 3分野への協力事業を重点的

に進めることとしている。水産分野への援助は、2000 年初頭から漁船・漁具の供与や漁港

建設に始まり、政策アドバイザーの派遣、開発調査などが実施されてきた。本件プロジェ

クトは、2007年から 2009年にかけて実施された JICA開発調査（PACODER）の結果に基づ

き、要請された。このように、本件プロジェクトはわが国の援助政策との整合性は非常に

高い。 

 

（３）わが国による技術協力の優位性 

海洋に囲まれた日本は、古来より水産業が盛んであり、種苗・餌料生産、魚苗管理をは

じめとする先進的な水産・養殖技術が開発されてきた。また、このような進んだ技術を背

景に、水産分野での国際協力を積極的に進めてきたことから、水産技術協力プロジェクト

に係る経験も豊富である。したがって、わが国の養殖分野における技術協力は、明らかに

高い比較優位性をもっている。 
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（４）アプローチの妥当性 

既に述べたとおり、FTF 研修アプローチを取り入れたことが、本件プロジェクトが短期

間で成果を達成する大きな要因であった。よって、取られたアプローチの妥当性は非常に

高かったと結論づけられる。 

 

（５）政策・制度環境の変化 

プロジェクト開始後、政府予算で実施されている水産分野を含む農業関連事業の運営は

すべて「農業振興公社（SONAPRA）」に統合されるという、MAEP の組織改編が実施され

た。これにより、養殖支援プロジェクトのコンポーネントが含まれる『農業セクター振興

支援計画（PADFA）』と『漁業・養殖振興支援計画（PADPAQ）』も同公社に吸収された。し

かし、この組織改編は、ドナー支援のプロジェクトは対象としないことが決定されたこと

から、本件プロジェクトの運営に直接的な影響はなかった。 

 

３－１－２ 有効性 

以下の分析から、本件プロジェクトの有効性は、「ある程度高い」と判断された。 

    

（１）プロジェクト目標の達成度 

２－４「プロジェクト目標の達成見込み」にて詳細に報告したとおり、大半の活動は当

初の計画どおり実施され、4つの成果はすべての指標を満たし、既に実現されているか、あ

るいは終了時までに実現される見通しである。この結果、プロジェクト目標も指標数値上

は達成される見込みである。しかしながら、プロジェクトの成果が対象地域の養殖セクタ

ーに対し長期的な開発効果をもたらすためには、更なる時間と取り組みが必要であると考

えられる。農民の行動に影響を及ぼす要因は複雑である。たとえ移転した技術が優れてい

ても、その技術を採用することが農民に対し何らかの長期的な利益を生み出すものでない

限り、農民は継続的にその技術を使う可能性は低い。そうした意味で、プロジェクトの成

果を確かなものとするためのフォローアップ活動を行う必要があるものと考えられた。 

 

（２）設定された成果とプロジェクト目標の因果関係 

成果１を達成するために、対象地域の養殖生産活動の現状と課題についての情報収集・

分析が行われ、ベースライン調査レポートとして取りまとめられた。同時に、養殖経営を

改善するために必要な技術が特定され、6種類の普及用マニュアルがドラフトされた。成果

２の実現に向け、これらのマニュアルを使って、選定された中核養殖家と担当普及員に対

して、改善された養殖技術の研修が実施された。成果３に係る活動では、技術を習得した

中核農家が、水産普及員と協力して、FTF 研修により一般養殖家への技術移転を実施して

きた。この結果、養殖を既に行っているか、あるいは関心のある農家 1,300名以上が改善さ

れた養殖技術を学ぶ機会を得た。これらの農家の 60％以上が、プロジェクトからの支援を

受けながら、学んだ技術を実際の生産活動に活用している。成果４に向けた活動は、プロ

ジェクトの成果を持続させるメカニズムを構築するうえで重要であった。 

このように、設定されたそれぞれの成果はプロジェクト目標実現のためにすべて必要で

あり、プロジェクトデザインの論理性に問題はなかったと判断される。 



 

－17－ 

（３）外部条件の影響と予測されなかった促進要因・阻害要因 

プロジェクト開始前、成果からプロジェクト目標に至る外部条件は特定されていなかっ

たが、活動実施プロセスでいくつかの促進要因、阻害要因が働いたことが確認された。促

進要因としては、FTF 研修への参加者を募るためのラジオやポスターによる広域に及ぶ広

報や、プロジェクト成果を共有するためのセミナーなどを通して、プロジェクトの認知度

が増加したこと、また、中核農家と普及員対象に実施されたエジプトにおける第三国技術

研修は、参加者の技術・知識の向上に役立つとともに、ベナンと日本人の間のコミュニケ

ーションの改善にも効果を発揮した。 

一方、阻害要因としては、FTF 研修参加後、養殖を開始できないか、開始しても中断す

る農家が増加したことや、伝統的な土地制度の制約があり、養殖に適した土地へのアクセ

スが困難なことなどあった。 

 

３－１－３ 効率性 

以下の分析により、本件プロジェクトの効率性は「高い」と判断された。 

    

（１）日本側からの投入 

２－１「プロジェクト投入実績」にてまとめたとおり、日本人・第三国（エジプト）専

門家の派遣、必要機材の供与、本邦・第三国（エジプト、カンボジア・タイ）での技術研

修、現地活動費が、プロジェクト運営に対する日本側からの投入であった。投入の規模、

タイミング、内容などからみた適性度に係る質問票への回答は、表３－１にまとめたとお

りであった。いくつかの課題が指摘されたものの、日本側からの投入は全般的に適切だっ

たと評価されている。 

 

表３－１ 日本側からの投入に関するアンケート結果 

投入項目 回答者のカテゴリー 
日本側からの投入についての回答 

とても適切ある程度適切適切でない 分からない 無回答

Assignment 
of Experts 

DP C/P (n=11) 3 4 2 - 2

CeRPA Officers (n=4) 3 1 - - -

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) 1 5 1 1 -

 Total 7 10 1 1 -

Provision of 
Equipment 

DP C/P (n=11) 2 4 3 - 2

CeRPA Officers (n=4) - 2 2 - -

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) 2 2 - 2 2

 Total 4 8 5 2 2

C/Ps 
trainings 

FD C/P (n=11) 4 5 2 - -

CeRPA Officers (n=4) - 1 3 - -

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) 3 3 - 1 1

 Total 7 9 5 1 1

Financial 
assistance 

DP C/P (n=11) 1 9 - - 1

CeRPA Officers (n=4) - 2 2 - -

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) 2 2 - 1 3

 Total 3 13 2 1 4

    

なお、特に専門家派遣については、特に以下のコメントがあった。 
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・日本側の契約制度の制約により、3～4 月の年度変わりの時期に専門家が現地に滞在しない

空白期間が生じることが避けられなかった。そのような期間を短くする努力がなされたが、

活動の連続性が確保できないところがあった。 

・ベナン側からは、意思決定を行うチーフアドバイザーには、活動の継続性を確保するため

に年最低 9カ月ぐらい滞在してほしい。 

 

（２）ベナン側からの投入 

一方、ベナン側からの投入は、C/Pスタッフの配置、専門家執務室を含む施設・機材の提

供、プロジェクト関連活動経費などであった。投入の適性度についての回答は、表３－２

にまとめたとおりであった。日本側からの投入に比べ、十分でなかったとする意見が強か

った。 

 

表３－２ ベナン側からの投入に関するアンケート結果 

投入項目 回答者のカテゴリー 
ベナン側からの投入についての回答 

とても適切ある程度適切適切でない 分からない 無回答

Assignment of 
C/P officers 

DP C/P (n=11) 4 5 2 - -

CeRPA Officers (n=4) 1 - 3 - -

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) 1 5 2 - -

 Total 6 10 7 - -

Allocation of 
budget 

DP C/P (n=11) - 3 7 1 -

CeRPA Officers (n=4) - 1 3 

 Japanese/Egyptian Experts (n=8) - 1 2 2 3

 Total - 5 12 3 3

 

ベナン側からの投入についてのコメントは、以下のとおり。 

    

・プロジェクト・マネジャーと 2 人の C/P が専従（フルタイム）で配置されたことは、

活動の効率的な運営に大いに寄与した。 

・普及員の能力が FTF研修をサポートするうえで十分でない対象地域がいくつかあった。 

・普及員と中核農家の間で良い関係ができないことが、現場活動の進捗を阻害した地域

があった。 

 

（３）投入－成果の効率性（生産性） 

本調査において、プロジェクトの投入－成果の効率性を厳密に検証することはできなか

ったが、限られた投入と時間のなかで、比較的限られた期間内に、予定した投入でもって

成果を達成する見込みであることから、効率的に実施されてきたと判断される。上記のと

おり、ベナン側からの投入は必ずしも満足のいくレベルではなかったにもかかわらず、計

画した成果と目標は達成される見込みであることは、見方によっては効率が高かった証拠

とも理解される。本件プロジェクトで実施された FTF 研修アプローチは、効率性を高める

うえでも役立ったことが推察された。 
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（４）外部条件の影響 

当初計画のなかで、活動が成果に結び付くための外部条件として、①養殖池周辺に農薬

が使用されないこと、②養殖を妨げる災害が起きないこと、③深刻な魚病が発生しないこ

と、の 3 点が特定されていた。プロジェクトの記録によれば、それに係るいくつかの事件

が発生した（魚の大量死や洪水の影響）ものの、いずれもプロジェクト・チームによる適

切な指導により、成果達成に影響することはなかった。 

 

３－１－４ インパクト 

下記のとおりプラスのインパクトが予測される。なお、マイナスのインパクトは、特に確認

されなかった。 

 

（１）上位目標実現に対する貢献度 

プロジェクトは、各種の広報活動、対象地域外の一般農家の FTF 研修への参加奨励や普

及員への研修実施などを通して、裨益地域や裨益農民数の拡大を図っている。プロジェク

ト開始直後に実施されたベースライン調査では、対象地域における養殖農家の戸数は、2004

年に 403 戸だったのが、2010 年には 1,188 戸まで増えたことが報告されている。本件プロ

ジェクトの支援で養殖を開始ないし再開した農家数は 487 戸であったので、2010 年時点で

養殖を行っていたすべての農家がその後も養殖を継続していると仮定すれば、2012 年時点

で 1,675戸となる。鮮魚への高い需要が変わらず存在し、養殖農家が現状ペースで増加すれ

ば、2020年までに 3,000戸以上になるとする上位目標が達成される可能性は高い。 

PDM には、上位目標達成のための外部（前提）条件は特定されていないが、実際にはい

くつかの条件が存在することが推察される。最も大きな外部条件は、ベナン国政府の水産

開発に対する政策が大きく変化しないということがあると考えられるが、この点は既に述

べたとおり、政府は水産物の国内生産を増やすことを優先課題と捉えており、現在の政策

が維持される限り、この外部条件は満たされる可能性は高い。また、養殖の収益性は、上

位目標に至る重要な外部要因となる可能性が高い。現状、鮮魚に対する国内需要は高く、

養殖農家は生産物の販売先には困っていないようであるが、今後、安価な冷凍魚の大量輸

入で水産物の市場価格が低迷したり、餌料コストが高騰したりで、養殖生産の収益性が極

端に悪化することがあれば、上位目標の実現は難しくなるものと推察される。 

なお、アンケート調査では、上位目標の達成見込みについて、DP の C/P と CeRPA レベ

ルのオフィサーに質問した。結果は表３－３に示されるとおり、楽観的な意見が多かった。 

 

表３－３ 上位目標の達成見込みに関するアンケート結果 

回答者のカテゴリー
上位目標の達成見込みについての回答 

とても高い ある程度高い 高くない 分からない 無回答 

DP C/P (n=11) 9 2 - - -

CeRPA Officers (n=4) 2 2 - - -

Total 11 4 - - -

 

（２）生計向上へのインパクト 

今年 3 月に実施されたインパクト調査では、本件プロジェクトが受益者の生計向上に結
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び付いている兆しがあることが確認されている。調査の対象となったサンプル農家の大多

数が、プロジェクトの活動に参加したことで、家族の経済状態が多少良くなったと回答し

た。同報告書はまた、プロジェクトが貧困住民の脆弱性、フードセキュリティ、耐久消費

財の所有などに、プラスのインパクトをもたらしている可能性があると報告している。マ

イクロクレジットのパイロット実施は、特に女性住民の生計改善に寄与するポテンシャル

が高いことを実証しているとみることができる。 

 

（３）波及効果 

本プロジェクトの活動を視察するために、隣国のトーゴやブルキナファソから調査チー

ムがベナンを訪れており、プロジェクトのインパクトが国境を越えて周辺地域へ波及する

兆しがあることも確認された。 

 

３－１－５ 自立発展性 

以下の理由により、自立発展性の見通しは「中程度」と判断された。 

    

（１）政策・制度・組織面 

既に何度かふれているように、ベナン国政府は養殖開発の重要性を認識しており、現行

の政策が継続される限り、政策的な持続性は高いことが見込まれる。組織的には、水産行

政に責任をもつ DPと普及活動全般を担当する CeRPA/CeCPAが協力する体制でプロジェク

ト活動は実施されてきた。これら 2 つの組織の関係は、本件プロジェクトを通して強化さ

れてきた。今後、MAEP 内の大きな機構変更がない限り、組織的な持続性も高いことが見

込まれる。 

一方、農家レベルでは、CoBePAのような協同組合やマイクロクレジットを行っている女

性アソシエーションなど農民の組織化が進めば、組織面での持続性が今後高まるものと予

測される。そうした組織化が進むかどうかは、組織が農民に参加するメリットを提供でき

るかどうかにかかっていると考えられる。 

 

（２）財政面 

ベナン国政府は、本件プロジェクトの活動費を PIP（公共投資プログラム）から拠出して

きた。PIPは、ドナー支援事業に対して C/P資金を拠出するための特別会計予算である。DP

は、本件プロジェクト開始後ただちに財務省に対して PIP 予算の申請を行い、2011 年に 1

億 FCFA（約 1,600万円相当）が拠出され、資機材の購入を行った。今年度（2012年）は 2

億 FCFAが申請されているとのことである。こうした予算が、プロジェクトの終了後も継続

的に拠出されれば、財政的な自立発展性は高くなるとみられるが、PIPはプロジェクト実施

期間だけの予算である。C/Pや普及員からの情報によれば、通常の政府予算は逼迫していて、

日常的な活動費の拠出は十分ではないとのことである。よって、政府レベルの財政面での

自立発展性は、不透明である。近々、世銀が水産を含む農業セクター支援のための大型プ

ロジェクトを開始するといわれており、こうした他ドナーからの援助資金を有効に活用す

ることで、財政的な自立発展性が高まる可能性はあると推察された。 

一方、農民レベルの持続性は、養殖事業の収益性に左右されるものと考えられる。養殖
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を始めた農民は、養殖から十分な利益を上げることができれば、外部の支援のあるなしに

かかわらず持続的に経営を続けるであろうし、利益が上がらなければ中断する可能性は高

い。この点について、本評価調査では明確な結論を得ることはできなかった。インタビュ

ーを行った農民の多くは、鮮魚への需要は高く養殖は儲かると回答していたが、一方で、

FTF研修後に養殖を開始した農家の経営継続率は必ずしも 100％ではない。農家が継続しな

い理由がどこにあるのか現段階では明確でないが、持続性を高めるためには要因分析を進

めることも重要と考えられた。また、クチ地区で実施されているマイクロクレジットの導

入は、農民レベルの財政面での持続性を高める可能性をもっていることから、プロジェク

トとしても継続したサポートを行うことが重要であろう。 

 

（３）技術面 

プロジェクトを通して、専門家チームと密接に活動を行った DPの C/Pは十分な技術を獲

得したとみられる。したがって、十分な活動費が手当てされる限り、養殖農家への研修や

技術指導などを継続することは可能で、技術面での自立発展性は高いといえる。しかし、

普及員、中核農家レベルの能力は、場所によって一律ではないことが観察されており、技

術的な自立発展性が高いとみられる地域もあれば、まだ多くの支援を要する地域もある。

これらの状況を勘案し、技術面での自立発展性は総合的に「中程度」と判断された。 

なお、アンケート調査で、プロジェクトで移転された技術・知識の持続性と、FTF 研修

アプローチの持続性についての質問に対する回答は、表３－４と表３－５のとおりであっ

た。 

 

表３－４ 技術・知識の持続性見込みに関するアンケート結果 

Category of Respondents 
技術・知識の持続性見込みについての回答 

とても高い ある程度高い 高くない 分からない 無回答 

DP C/P (n=11) 6 4 - 1 -

CeRPA Officers (n=4) 2 2 - - -

CeCPA Extension Officers (n=18) 10 5 2 - -

Japanese/Egyptian Experts (n=8) 2 5 1 - -

Total 20 16 3 1 -

 

表３－５ FTF研修アプローチの持続性見込みに関するアンケート結果 

回答者のカテゴリー 
技術・知識の持続性見込みについての回答 

とても高い ある程度高い 高くない 分からない 無回答 

CeRPA Officers (n=4) 4 - - - -

CeCPA Extension Officers (n=18) 15 2 - - 1

Total 19 2 - - 1

 

３－２ 結 論 

ベナンと日本からのメンバーから成る合同評価調査団は、2012 年 10 月 29 日から 11 月 17日ま

で一連のフィールド調査と議論を行い、プロジェクトの終了時評価に必要となる情報、データの

収集及び分析を行った。本評価調査を通して、本件プロジェクトでは、ベナンと日本側関係者の

協働の下、当初計画に沿って順調に活動が実施された結果、設定された目標数値はいずれも満た

され、4 つの成果と事業目標は 2013 年 5 月のプロジェクト期間終了時までに達成される見込みで
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あることが確認された。本件プロジェクトが成果を達成するうえで貢献した要因として、特に以

下を挙げることができた。 

①C/Pスタッフ及び中核農家の養殖事業への高いモチベーションとコミットメント 

②C/Pと日本人専門家チームの間に構築された良好な関係 

③ベナンの水産分野への技術協力にかかわる日本人専門家チームの豊富な経験 

④FTF研修アプローチの採用 

⑤新鮮な魚に対する国内における高い市場ニーズの存在 

    

本評価調査団は同時に、このように順調にプロジェクト成果は達成される見込みであるものの、

今後も FTF 研修を実施することが期待される普及員や中核農家の能力は、地域によっては十分な

レベルに達しておらず、今後もしばらく継続的な支援が必要であることを確認した。また、プロ

ジェクトで導入、実証された有用な養殖技術のなかには農民の間で完全には定着していないもの

もいくつかあることも観察した。さらに、プロジェクトの支援で養殖を開始ないし再開した農家

の大多数は、まだ 1 回目の生産サイクルを行っている段階にあることから、事業の継続性を確認

するには今しばらく時間が必要であることを確認した。種苗の購入から収穫までの養殖生産サイ

クルには最低 3～4カ月が必要であること、多くの農家が池や水槽などの生産施設の準備に時間を

必要としていること、また対象地域は洪水など自然災害にも見舞われる厳しい条件下で生産を行

っていることなどを考慮すると、3年間というプロジェクト期間は成果の持続性を確保するうえで

十分ではなかったことも示唆された。 

以上の観察と検証に基づき、合同評価調査団は、ベナンと日本の合意された計画に沿って本件

プロジェクトは成功裏に実施され、当初の協力期間終了までに予定した目標は達成される見込み

であるものの、プロジェクト成果の持続性を高めるためには、協力期間を延長し継続したフォロ

ーアップを行うことが必要であるとの結論に達した。 
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第４章 提 言 
 

４－１ ミニッツにおける主な提言・確認事項 

合同評価委員会の提言に基づき、CCCは以下の点について合意した。 

    

１．プロジェクト協力期間の延長について 

プロジェクトの成果を保つためには、養殖事業の質と各種支援制度（マイクロファイナンス、

輸入餌料の使用、技術支援）の機能を確保することが重要であるが、今回 CCCにてベナン国政

府側から現行のプロジェクト協力期間では残された課題の解決が十分に達成できないとの表明

があり、日本側に協力期間の延長（延長フェーズ）を検討するよう要請した。 

    

２．公共投資プログラムファンド（Public Investment Programme fund） 

ベナン側現地関係者の自立性を確保することを目的とし、延長フェーズでは JICAは技術・予

算の支援を徐々に減らしていくことを検討する。そのため、公共投資プログラムファンドの活

用が重要であり、同ファンドが継続的に配賦されることが望まれる。 

 

４－２ 合同評価報告書における提言事項 

Ａ．プロジェクト終了までに取り組むべきもの 

Ａ－１ 中核養殖家の資格更新制度の導入 

中核養殖家は一般養殖家に対する技術移転並びに種苗・餌料の供給を行い、FTF 研修

アプローチを遂行するうえで重要な役割を果たしているが、一部の中核養殖家の活動は

期待以下にとどまっており、彼らは FTF 研修アプローチを進めるうえでの阻害要因とな

り得る。 

このような事態に対応するため、中核養殖家の資格更新制度を導入することが推奨さ

れる。更新作業にあたっては再評価テストの実施が想定され、これにより、中核養殖家

の質が確保されると期待できる。なお、更新頻度、具体的手法についてはプロジェクト

側による慎重な検討が必要。 

 

Ａ－２ 一般養殖家における生産中断の要因分析、改善策の検討 

一般養殖家が第 1 回目養殖サイクルを終えた後も（第 2 回目を）継続するかどうか観

察することの必要性を中間レビュー調査の際に提言として盛り込んだ。そして今次終了

時評価調査の結果、60％以上が継続していることを確認した。今後も更に継続率を向上

させる必要があるが、そのためにもプロジェクトは一般養殖家が養殖を継続しない理由

を入念に調査し、改善策を検討することが求められる。 

 

Ａ－３ 養殖の採算性に係る詳細分析 

多くの養殖家が養殖のみならず他の事業を営んでいるため、養殖だけにかかるコスト

や労働量などを算定するのは難しい。しかしながら、これら情報はプロジェクトが養殖

家に対し農家経営指導を行ううえで重要な情報となるため、今後も養殖の採算性などに

関する調査を遂行することが望まれる。 
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Ａ－４ 全雄化ホルモンの管理使用ガイドラインの作成 

現在、MAEP（農業・畜産・水産省）は保健省と共に全雄化ホルモンの輸入・使用の法

制度化の準備を進めており、法制度された後は DP（MAEP水産局）のみが輸入すること

となる見込みである。全雄化ホルモンの適正な管理・使用を行うため、適切な管理使用

ガイドラインの作成が求められる。 

 

Ｂ．延長フェーズ期間中に取り組むべきもの 

本終了時評価調査にて、プロジェクト終了までにプロジェクト目標は達成される見込みであ

ることが確認されたものの、中核養殖家や一般養殖家の“数”の増加は必ずしも養殖事業の“質”

を向上させたことを意味するものではなく、プロジェクト成果の持続性の観点から、依然取り

組むべき課題がある。この観点により、プロジェクトを延長することが望まれる。 

 

Ｂ－１ 延長フェーズの実施方針 

延長フェーズ期間中、プロジェクトは下記の事項に取り組む必要がある。 

・技術指導によって魚入れ替え時の池の駆魚・掃除、適正密度による飼育、適正な餌

料の量など、養殖の基本的技術を中核養殖家及び一般養殖家に徹底させる。（また、

普及員によりオンファーム試験を遂行する。） 

・マイクロファイナンスの促進や農家経営支援を通じて、養殖事業の経営面を支援す

る。 

・中核養殖家及び普及員の技術の強化（一般養殖家に対する指導・モニタリング能力） 

・輸入餌料活動の促進など、中核養殖家組合（CoBePA）の機能強化 

    

延長フェーズ期間中、プロジェクトは上記事項に集中的に取り組むため、新しい中核

養殖家の選定や池・タンク養殖以外の養殖方法は実施しないことが望まれる。 

 

Ｂ－２ PIP予算（公共投資プログラムファンド）の有効活用（FTF研修実施時に必要な機材等

に充当） 

公共投資プログラムファンドはプロジェクト活動の促進と持続性の確保に貢献するも

のと期待され、優先的に下記の使途に充当されることが望ましい。 

・CeRPA への研修機材の供与： 中核養殖家はプロジェクター、スクリーン、発電機

を、一般養殖家は魚採取用の網、池排水用のモーターポンプを必要としている。各

機材は年に数回使用する程度のものであるため、各 CeRPAに供与し、普及員が普及

用の器具として取り扱うことが推奨される。 

・一般養殖家への研修及び初期投資支援： 現在プロジェクトが負担している一般養

殖家に対する研修にかかる費用並びに一般養殖家に対する初期投入支援について、

PIP予算が措置されることが望まれる。 

 

Ｂ－３ 中核養殖家・普及員の指導・監督能力向上 

上記Ｂ－１に記載あるような取り組みを遂行するためには、養殖家を綿密にモニタリ

ングすることが重要である。モニタリングの実施にあたり現場レベルの情報が必要であ
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ることから、養殖家に事業運営に係る情報の記録を励行すると同時に、記録簿により普

及員からの技術的助言を記帳させることが望まれる。 

 

Ｂ－４ プロジェクト成果の積極的な情報発信（周辺国も含む） 

プロジェクトが終了するにあたって、プロジェクトはその活動や FTF 研修アプローチ

を実施することにより得た教訓を整理することが求められる。これら教訓・経験は、セ

ミナーやワークショップなどを通じて、国内のみならず近隣国に対しても積極的に情報

発信することが望まれる。 

 

Ｂ－５ 他ドナーとの効果的な連携 

FTF 研修アプローチの特徴は、行政機関ではなく民間が経済活動の一環として種苗や

餌料の製造・供給を実施していることであると考えられる。中核養殖家による一般養殖

家に対する技術支援並びに一般養殖家による養殖事業も利益創出を目的に実施されるも

のととらえられる。本アプローチが機能するためには、養殖事業が利益をもたらし、か

つ、自助努力により実施されていることが求められるため、養殖家の自立性を損なわな

いよう、養殖家に対して過度な支援を行わないよう注意する必要がある。この観点から、

他ドナーのプロジェクトなどと連携して FTF 研修アプローチを進める場合は、本アプロ

ーチの特徴を他ドナーに入念に説明する必要がある。 

 

Ｃ．プロジェクト終了後に取り組むべきもの 

Ｃ－１ DPによる予算・人材の継続配分・配置 

ベナンにおいて FTF 研修アプローチは効果あるものと実証されつつあり、現在までに

マニュアル・ガイドラインが作成され、多くの C/P（DP、普及員）が経験を積んだ。大

規模な金銭的投資なしに本アプローチが継続・促進される可能性もあり、ベナン側には

プロジェクト終了後も継続的に予算・人材を配分・配置することが望まれる。 

 

Ｃ－２ 普及員間の情報共有・技術交換機会の確保 

常勤 C/P はプロジェクトの実施に多大に貢献したと考えられる。彼らは FTF 研修アプ

ローチに関する知識・経験を蓄積してきたことから、今後彼ら自身をベナン養殖開発に

活用することが推奨される。よって、プロジェクト終了後も養殖開発に関与することが

望ましい。 

 

Ｃ－３ 普及員間の定期会合 

ウエメ県及びプラトー県にて、普及員間の定期会合が実施され、養殖普及や技術指導

補法について意見交換が行われている。このような会合は普及員の技術の質の確保のた

め有効であることから、このような会合は他の県でも実施されることが推奨される。 

 

Ｃ－４ 政策的支援措置（養殖用輸入資材への免税） 

CoBePAにより輸入した輸入餌料は多くの養殖家の役に立つため、輸入活動は継続され

ることが望ましい。活動を側面支援するため、餌料及び餌料の原材料は、適切に定義づ



 

－26－ 

けしたうえで政府の免税対象品目リストに盛り込むことが求められる。また政府には、

養殖家に対するマイクロファイナンスを含む金融面の支援を促進することが求められる。 

 



付 属 資 料 

 

１．主要面談者 

 

２．ミニッツ・合同評価レポート（仏語） 

 

３．ミニッツ・合同評価レポート（英語：参考） 

 

４．面談記録・議事録 
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